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午後１４時５９分 開会 

○柏木座長 それでは定刻になりましたので、第２回のエネルギー・環境イノベーション戦略

推進ワーキンググループを開催させていただきたいと思います。 

 大変お忙しいところを御参加いただきまして、心から厚く御礼を申し上げます。 

 最近、パリ協定の発効で、米国もある意味ではパリ協定に関しては棚上げした形になってい

ると私は見ておりまして、いろいろと調べて見ますと、現大統領が選ばれた閣僚の複数名、約

６名ぐらいと言われていますけれども、気候変動に関しては科学的な知見が一定規模得られて

示されていると。人間の活動が気候変動に関して全く関与していない、あるいは、ということ

は否定できないと。関与しているということに関して、これを翻すだけのものはないと言って、

いろいろと大統領令を出されているようですけれども、パリ協定脱退宣言はしていないと。棚

上げという形だろうと思っておりまして、この環境イノベーション、これもＣＯＰ２１から始

まった話でありますから、潮目は確実にローカーボンからディカーボネーションというか、脱

カーボンの流れには大きな変化ないというふうに思っておりますので、改めてまたこの戦略の

重要性が担保されているんだろうというふうに思っておりますので、よろしく御協力をお願い

したいと思います。 

 それでは、出席者及び資料の確認を事務局からお願いいたします。 

○梅北企画官 事務局の内閣府企画官を務めております、梅北と申します。本日はどうかよろ

しくお願いいたします。 

 それでは、主席者の御紹介をいたします。時間の関係上、大変恐縮ではございますけれども、

お名前の紹介のみにとどめさせていただきます。また、エネルギー・環境イノベーション戦略

という名称は非常に長いですので、便宜上、今会議では「ＮＥＳＴＩ」というふうに略させて

いただきます。 

 では、委員の方々の御紹介をさせていただきます。 

 まずは座長をお願いしております柏木孝夫様。 

 泉井良夫様。 

 小林哲彦様。 

 髙原勇様。 

 田中加奈子様。 

 野中利幸様。 

 森口祐一様。 
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 矢部彰様。 

 山地憲治様。 

 本日、ワーキンググループ構成員１２名のうち出席は９名となっております。須藤亮様、住

明正様、平井秀一郎様が御欠席になります。 

 なお、今回より日本経済団体連合環境安全委員会地球環境部会地球温暖化対策ワーキンググ

ループ特別委員、また東レ株式会社地球環境事業戦略推進室長であります野中利幸様に御参画

いただいております。 

 初めてですので、もしよろしければ一言いただければと思います。 

○野中構成員 本日はよろしくお願いします。東レは御存じのように超継続経営を標榜してい

る会社ですので、こういうテーマは大変、私個人としても興味があったし、経団連さんから是

非参加してほしいということで、是非積極的な意見を含めて、意見交換させてもらおうと思い

ます。よろしくお願いします。 

○梅北企画官 また、総合科学技術・イノベーション会議委員から久間議員が御出席です。 

○久間議員 よろしくお願いいたします。 

○梅北企画官 関係省庁からは、文部科学省環境エネルギー課、小野専門官。 

 農林水産省研究開発官室、柚山研究調整官様。 

 経済産業省エネルギー・環境イノベーション戦略室、岩谷補佐。 

 環境省地球温暖化対策事業室、イケモト室長補佐が参加いただいております。 

 また、本日はＪＳＴの研究開発センターと三菱化学株式会社様より議論のためのプレゼンテ

ーションをしていただく予定から、ＪＳＴ島津様、三菱化学瀬戸山様に出席いただいておりま

す。 

 次に、配付資料の確認をさせていただきます。 

 資料一覧は、議事次第裏にあります。本日の議事次第、構成員名簿、座席表のほか、資料１

－１、１－１別紙、１－２、資料２、資料３の５種類と、参考資料と、メーン席には机上用資

料を配付しております。よろしいでしょうか。 

 また、構成員の田中様の御厚意により、御所属の低炭素社会戦略センターより発行されまし

た報告書、「２０５０年の「明るく豊かな低炭素社会」実現のための課題と展望」を配付いた

だいております。 

 ほかに、机上用参考資料として、第５期科学技術基本計画、科学技術イノベーション総合戦

略、ＮＥＳＴＩなどをファイルにまとめて置いております。資料内容についてはファイル目次
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を御参照ください。不備等ございましたら事務局までお知らせください。 

 なお、円滑に議事を進行して行いたいと思っておりますので、これ以降の写真撮影は御遠慮

ください。 

 それでは、議長よろしくお願いします。 

○柏木座長 それでは、この議事次第に沿いまして、まず（１）の議題、エネルギー・環境イ

ノベーション戦略の推進に向けての議論ということで、①が研究開発法人の科学技術振興機構

（ＪＳＴ）、②が三菱化学株式会社のそれぞれの皆様からプレゼンテーションをお願いしたい

と思っております。 

 これにつきまして、事務局から詳細をお願いしたいと思います。 

○梅北企画官 今、御紹介がありましたように、本日はＪＳＴ様、あと三菱化学様からプレゼ

ンテーションをしていただく予定になっております。お呼びした背景でございますけれども、

今回の議論、ＮＥＳＴＩで特定されております有望分野、この研究開発、実装、そういったも

のをいかに進めていくのかということを御議論いただきますが、まずＪＳＴ様からは諸外国の

事例ということで、アメリカ及びドイツを中心に研究開発の仕組みを説明していただいて、日

本に対する示唆を何か得られるものがあればということで考えております。 

 続きまして、三菱化学様からですけれども、三菱化学様が取り組んでいらっしゃいます人工

光合成、どちらかというと実用化が２０３０年以降、比較的長期の研究開発をされているとい

うことですけれども、ＮＥＳＴＩの政策を進めるにつれて、やはり２０５０年をターゲットに

置いていますので、産業界が長期戦略にどういう観点で今関わっていらっしゃって、その御経

験からＮＥＳＴＩのほかの分野を進めるに当たっても、どういう示唆が得られるかという観点

で検討いただければと思っております。 

 では、ＪＳＴ様から御説明、プレゼンテーションを行っていただければと思います。どうか

よろしくお願いいたします。 

○島津氏（ＪＳＴ） ＪＳＴ研究開発戦略センターの島津と申します。 

 お手元の資料１－１、また１－１の別紙に基づいて御説明差し上げます。 

 ＪＳＴ研究開発戦略センターでは、２年置きに各分野で俯瞰報告書というものを出しており

まして、ちょうどこの４月にエネルギー分野の俯瞰報告書２０１７というものが発行され、５

００ページを超える大分分厚い冊子になっておりますけれども、その中から今日は米国・ドイ

ツにおける研究開発の政策動向というところを取り上げて御説明差し上げます。 

 ２ページ目でございますけれども、米国のエネルギー分野に関する基本方針ですけれども、
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オバマ政権になりまして、当初は再生可能エネルギー拡大による新産業創生という「グリー

ン・ニューディール」というものを打ち出しておりましたけれども、その後のシェール革命に

よって、ａｌｌ ｏｆ ｔｈｅ ａｂｏｖｅということで、利用し得る全ての資源を使ってとい

う包括的なエネルギー政策に転換しました。 

 また、米国の特徴としましては、エネルギー政策については大統領令に沿ってエネルギー省、

ＤＯＥが基礎研究から出口まで政策を推進しているということになります。５年置きにストラ

テジックプランというものを出しており、この中で三つの柱、大目標がありますけれども、一

つ目、科学とエネルギー、２番目、核安全保障、３番、管理と成果ということで、科学とエネ

ルギーの戦略目標３のところを見ていただくと、非常に基礎科学を重視しているという姿勢が

打ち出されております。 

 ３ページ目になりますけれども、ＤＯＥの研究開発政策ポートフォリオと予算ということで、

研究開発予算が１７２億ドル、２兆円程度でしょうか。そのうちの科学・エネルギー関連予算

が１２７．２億ドルということでございます。 

 また、１７のエネルギーに特化した国立研究所を持っておりまして、またオバマ政権当初に

スタートしました三つの異なる目的、特徴を持つ研究開発ファンディングシステム、エネルギ

ーフロンティアリサーチセンター、エネルギーイノベーション・ハブ、エネルギー高度研究計

画局ＡＲＰＡ－Ｅという三つのプログラムをスタートさせました。 

 今日はその予算の円グラフの右側にあります、赤字で下線が引いてありますサイエンスのと

ころとＡＲＰＡ－Ｅのところについて、少し中身を御説明したいと思います。それ以外にも、

円グラフの左側の下の方にあるクリーン輸送システムですとか、エネルギー効率・再生可能エ

ネルギーというテリトリーで、いわゆる応用領域といいますか、開発のところ、経産省さん、

ＮＥＤＯさんで進められているようなところは、ここの領域で別途進められているということ

であります。 

 ４ページ目、エネルギーフロンティアリサーチセンターですけれども、これは基礎研究、基

礎科学を支援する仕組みとして、非常に特徴的なのは２００１年以降、１０年かけて基礎研究

のビジョンを、または戦略をアカデミアの有識者と政策サイドで協力して、毎年、毎年ワーク

ショップを積み重ねて取りまとめてきたと。それを２０１０年にプログラムとしてスタートさ

せたということでございます。 

 優先すべき基礎的エネルギー研究領域が１３個並んでおります。また、もう一つ特徴的なの

は、５つの科学原理というものをきちんとワークショップの中から抽出しまして、各提案はこ
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ういったものをきちんと盛り込んでいないとならないというようにしているところでございま

す。日本で言いますと、ＪＳＴのクレストに近いところがあるかと思います。 

 次の５ページ目になりますけれども、エネルギーイノベーション・ハブ、これは拠点型の事

業でして、アンダー・ワンルーフということを狙った仕組みになっております。資金は中核拠

点に投下しまして、そこから必要な場合は再委託をすることによって、拠点の求心性を持たせ

ているという仕組みでございます。 

 当初、５つのテーマが走ってございましたが、５年たって見直しをして、今は４つのハブが

走っております。この中の一つに人工光合成共同センターがありますし、また、エネルギー貯

蔵、蓄電池関係についてもここのハブが中心となってアメリカでは政策を進めております。 

 三つ目、ＡＲＰＡ－Ｅでございますけれども、ＡＲＰＡ－Ｅは基礎研究と開発の間にある

「死の谷」を克服するためのプロジェクトということで、ＤＲＡＰＡの仕組みをまねてプロジ

ェクトをつくりました。ハイリスクハイリターン型の応用研究ということで、ＰＤの非常に強

い権限のもと進めていますけれども、中身を見ると産業界の単独申請による課題が割と多いよ

うに見受けられます。 

 こういった三つの異なるプロジェクトを、順番が前後して恐縮ですけれども、３ページ目に

右下にあるような研究フェーズと研究資金規模を非常に区別して、当初から進めてきた形にな

ります。 

 また、アメリカのもう一つの特徴としましては、毎年、大統領から大きな政策目標が示され

まして、それに基づいて新しいイニシアチブが幾つか立ち上がるわけですけれども、７ページ

目にありますように、オバマ政権の後期には雇用の確保が非常に重要な課題になりまして、マ

ニュファクチャリングのイノベーションが重要だということで、先進製造パートナーシップの

もと、ナショナル・ネットワーク・フォー・マニュファクチャリング・イノベーションという

仕組みが立ち上がり、この中で現在九つのセンターといいますかクラスターが動いているわけ

ですけれども、エネルギーに関係するところとしてパワエレですとか構造材料関係が動いてお

ります。 

 これは非常に大規模な産学官連携プロジェクトでありまして、フラウンホーファーを模倣し

て、マッチングファンド形式ですとか、テクノロジー・レディネス・レベルの採用をして、進

められているものです。 

 ８ページ目になりますけれども、以上、駆け足で米国のざっと政策を説明しましたけれども、

日本との違い、特徴としまして６つ挙げさせていただきました。ＤＯＥが基礎研究から出口ま
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で所管している点、またエネルギーの枠組みで国防、原子力を中心として国防が非常に重視さ

れている点、また基礎科学を非常に重視している点、エネルギーに特化した１７の国立研究所

が存在するという点、またワークショップなどを通じた政策立案へのアカデミアコミュニティ

の協力があるという点、６つ目に雇用創出のための製造業の復権を最近では非常に重視してい

るという点を挙げさせていただきました。 

 その下に、一般的なエネルギーを取り巻く環境の違いですとか、イノベーション・エコシス

テムの特徴においても違いがあります。このあたりも日本との違いを考えながら、日本は考え

ていかなければいけないかなということで挙げさせていただいています。 

 ９ページ目以降、ドイツのエネルギー分野の話ですけれども、２０１３年末の第３期メルケ

ル内閣で省庁再編が行われまして、これまでエネルギー分野は割といろんな省庁で研究開発が

ばらばらと取り組まれていたものを、連邦経済エネルギー省に戦略と言いますか、方針戦略を

決めるのは連邦経済エネルギー省ですよということを決めまして、その戦略のもと各省が役割

分担して研究開発ファンディングをするという仕組みになりました。 

 ただ、ドイツのエネルギー分野でも一番研究費を持っているのは連邦教育研究省ＢＭＢＦで、

約６０％の研究開発予算はＢＭＢＦで基礎研究を重視して進められているということでござい

ます。 

 下側になりますけれども、ドイツの非常にアメリカ、また日本と違うところとしまして、２

０２２年までに原子力発電から完全撤退することを決めておりまして、再生可能エネルギーへ

の転換ということを国の大きな目標として掲げております。エネルギーシフトという策をとっ

ております。それに基づいて、今はいろいろな施策が動いているところでございます。 

 １０ページ目になりますけれども、これはそのエネルギーシフトが始まる前、２０１１年頃

からスタートしていたものですけれども、その頃から各省連携が必要ですよということで、ソ

ーラーパワードビルディング、エナジー・エフィシェント・シティーと、持続可能な送電網、

エネルギー貯蔵システムの三つについては、非常に重要なテーマだということで、省庁連携で

取り組むべきということで動いておりました。 

中でも、この左側の絵にありますように、ソーラービルディング、エネルギー効率都市につい

ては、ＢＭＢＦとＢＭＷｉが共同して予算要求に取り組んだという初めての例であるというよ

うなことが記載されておりました。 

 また、ドイツの大きなトレンドとしましては、Ｐｏｗｅｒ ｔｏ Ｇａｓプロジェクトという

ものが動いておりまして、北部の風力発電と南部にそれを送るときに中部の電力網の容量が低
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いということで再生可能エネルギーを導入したときの時空間的なギャップを埋めるために、こ

ういった取組、再生可能エネルギーの余剰電力で水を電気分解して、水素でエネルギーを持ち

ましょうと。日本ではエネルギーキャリアとして進められておりますけれども、こういった取

組が非常に大きな広がりを見せております。 

 １１ページ目が、エネルギーシフト策が打ち出された後に新しく立ち上がった取組を二つ挙

げさせていただいておりますけれども、連邦教育研究省の方ではコペルニクスプロジェクトと

いうものを昨年立ち上げました。１０年ものの非常に大きな取組で４つの課題を挙げておりま

す。新ネットワーク構造と、余剰電力の貯蔵、Ｐｏｗｅｒ ｔｏ Ｘという言い方をしておりま

すけれども、あと産業プロセスと、システムインテグレーションというところ。こういったも

のを非常に多くの機関が協力して進めるということを決めております。 

 また、もう一つ、ヘルムホルツセンターはどちらかというと原子力関係、核物理とか高エネ

ルギー物理とか、そういったところが得意な研究所ですけれども、ドイツは２０２２年以降、

原子力を止めるということで、ヘルムホルツセンターでもそれ以外のところを核として持って

おかなければいけないということで、８つのヘルムホルツセンターが協力してエナジーシステ

ム２０５０というものを打ち出しております。 

ここに記載してありますとおり、ストレージとネットワーク、バイオエネルギー、水素に基づ

くエネルギーと資源の経路、システムレベルでのライフサイクル指向のサステーナビリティー

分析とか、ツールボックスとデータベースといったようなものが課題として挙げられておりま

す。 

 １２ページ目に、非常にドイツのユニークな取組を記載しましたけれども、今説明しました

コペルニクスプロジェクトを考えるに当たり、２０１３年のエネルギーシフトを受けて、産学

官民で今後のエネルギーシステムの在り方ですとか、研究開発について対話する仕組みをまず

構築しましたと。 

１、２、３とございますけれども、まずアカデミア、日本でいうと学術会議ですとか各学会が

エネルギーに関する知見を持ち寄って、将来のエネルギー計画、シナリオを幾つか作成してレ

ポートとしてまとめると。そういったことを受けて、今度は省庁が中心となって、その複数の

選択肢を産官民で議論しまして、さらにそれを受けて、今度、三つ目、また大学の研究者、ア

カデミアコミュニティに戻して、産官民で議論した結果に基づいて、それぞれのシナリオに基

づいてどういう技術開発が必要かというところを議論したものになります。こういったことに

基づいて、コペルニクスプロジェクトを考えていますと。 
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 もう一つは、フラウンホーファー研究所、ドイツの技術移転、産学連携の仕組みですけれど

も、これはもう皆様、既に御承知のとおり、世界各国から非常に参考にされている仕組みとな

っております。 

 １４ページ目になりますけれども、ドイツと日本との違いとしまして５つ挙げております。

一つは連邦経済エネルギー省が戦略・重点領域を選定します。その重点領域に対して各省が役

割分担してファンディングする仕組みになっております。三つ目が再生可能エネルギーへ大き

くシフトして、研究開発もそれに従ったものになっております。産学官民の対話による合意形

成が進められています。フラウンホーファーやヘルムホルツを核とした産学官の人材流動が行

われていますという点になります。その下は、参考に挙げさせていただいています。 

 １５ページ目以降は、少しこの米国とドイツの動向も踏まえながら、我々の方で別紙で研究

開発動向ですとか、社会経済動向ですとか、産業市場動向とか、アカデミアの動向を踏まえた

上、いろいろ見た上でＣＲＤＳなりに今後の展望、方向性というものを打ち出したものが１６

ページ目以降になります。 

 まずは世界の研究開発の潮流を４つ抽出いたしました。一つ目は低炭素化、エネルギー高効

率化、省エネルギー化への対応ということで各種の取組が行われておりますし、２番目に再生

可能エネルギーの大量導入時、負荷変動、分散型、直流など、いろいろな問題がありますので、

そういったものへの対応。三つ目がエネルギー資源が石炭、石油から天然ガス、バイオマス資

源、再生可能エネルギー由来電力と変遷していくことへの対応。４つ目が原子力の安全性や廃

炉などへの対応ということで、世界を見渡しましても現状、研究開発の特徴はａｌｌ ｏｆ ｔ

ｈｅ ａｂｏｖｅと、アメリカと同様に全て一通り取り組んでいくんだということですけれど

も、日本においても２０３０年までを見越した研究開発は一通り取り組まれていると我々も考

えている。ドイツが本格的に再生可能エネルギーにかじを切り始めましたように、２０４０年

以降、また２０５０年を見据えると、少しＣＲＤＳとして１７ページ目にございますように、

未来に向けて日本の大学等による挑戦課題としまして４つ挙げさせていただいております。 

もともとは、右側の図にありますように、重点的に大学・国研に核を構築していくべき領域と

して挙げさせていただいておりますが、こういった中から今、各省さんで取組が足りない点で

すとか、将来指向で取り組むんであればこういう点が必要じゃないかということで挙げたもの

になります。 

 一つ目が、新しいエネルギーネットワークということで、先ほど再生可能エネルギーが大量

導入になっていくと、いろいろなシステムが変わっていく可能性がある。特に、我々注目して



 －9－ 

おりますのでは需用者側、太陽光発電ですとか蓄電池がもしコストがどんどん下がっていくと、

需用者側が完全にゼロエネルギーハウス、ゼロエネルギービルということが成立していきます

ので、エネルギーシステムががらっと変わってくるんではないかということを考えております。 

 二つ目に、高度炭素・水素循環利用、これに資する革新的反応・分離ということで、国の方

でもエネルギーキャリアですとか、ＣＣＵ等々、個別には取り組まれているところですけれど

も、もう少しシステム全体を見渡してボトルネックとなっている科学技術を反応・分離という

観点から抽出する必要があるかなと考えております。 

 三つ目が、エネルギーの高効率利用に資する先進製造基盤研究ということで、欧米を見渡す

と先進製造技術というのが基盤技術として、ナノテクですとかエレクトロニクスとかバイオテ

クノロジー、ＩＴと並んで必ず取り上げられているわけですけれども、そこが日本は非常に文

科省さんと経産省さんの間に落ちているんではないかということで、先進製造技術を少し見直

す必要があるんではないかと。また、これはナノテク材料ユニットからの提案ですけれども、

スーパー複合材料、ポストＣＦＲＰ、ポストセルロースナノファイバー、ポストセラミックス

マトリクスコンポジット材料と、そういったところを取り組んでいく必要があるんではないか

ということを、これはＣＲＤＳなりに考えているところであります。 

 １８ページ目ですけれども、こういったテーマを進めるときに重要なのは、やはり仕組みを

きちんと考えておくべきではないかということを考えております。エネルギー分野は非常に大

きな総合工学分野でありますので、現在の縦割り、細分化された教育、研究体系ではなかなか

イノベーションが創出されにくいシステムになっているんではないかということで、いろいろ

対策例を挙げさせていただいておりますけれども、一つの課題に向かって異分野融合を促すフ

ァンディングや政策の仕組みですとか、学会間の自主的な連携、蓄電池、燃料電池一つとって

も、電気化学、触媒、表面科学、伝熱科学、セラミックス、化学工学、いろいろなところが関

連してきますので、こういったところが連携して技術課題の洗い出しとか、プロジェクトの立

案といったものをやる必要があるんではないかと。また、大学における自主的な学部、カリキ

ュラムの見直しというのもあります。 

 二つ目が、いわゆる基礎工学ですとか、先進製造の基盤となるところが弱体化しているとい

うことで、こういったところは非常にエネルギーを支える基盤技術ですので、これをもう少し

プラットフォーム化するとか、ネットワーク化するなどして、維持、発展させていく必要があ

るだろうと。 

 三つ目ですけれども、ファンディング、エネルギー分野の特徴の一つであるかもしれません
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が、どうしても何とか電池とか、出口に向かってプログラムが立つものですから、もう少し横

軸、先ほどの学会の例と重複しますけれども、電池でも輸送とかイオニクスとか伝熱とか、い

ろいろ横軸でものを考えることがおろそかになってきているんじゃないかと。そういったとこ

ろをもう一回立ち返って考えないと、ブレークスルーが望めないんではないかということでご

ざいます。 

 最後、ドイツの仕組みを参考に、またアメリカのワンストップの仕組みを日本で補うものと

して、やはり省庁間の連携ですとか、ＮＥＤＯさん、ＪＳＴの連携ですとか、そういったとこ

ろが必要ではないかということを挙げさせていただきました。 

 以上になります。 

○梅北企画官 では続いて、三菱化学様からお願いいたします。質疑応答はまとめて後ほど時

間を設けております。 

○瀬戸山氏（三菱化学） 三菱化学の瀬戸山です。 

今日のお話は人工光合成プロジェクトがどんな内容なのかという、その概要の紹介と、私が

このプロジェクトを通じて考えているあるべき国家プロジェクト、どんなふうに考えるべきか

と、そういう話をしようかなと思います。 

 最初に、人工光合成プロジェクト、これは２０１２年にスタートしました。２１年まで、今

年がちょうど中間年です。やっている内容は、太陽光で水を分解して、水素、酸素をつくると。

水素、酸素と大きさを認識するような分子ふるい、これで水素だけを取り出して、工場から出

てくるＣＯ２と合わせてケミカルをつくるというものです。これはエネルギーを目的物として

いないんです。国のプロジェクトでエネルギーでやって事業化した例はほとんどありません。

その理由は、やっぱり金が儲からないんですね。なので、出口は利益が出るような化学品をつ

くる方がよかろうということで、最終製品は化学品ということでやっています。 

 プロジェクトの中身に関しますと、アカデミア側が東大を中心に理科大、京大、そこに書い

てあるような大学、組合側が三菱化学、三井化学、住友化学という総合科学会社と富士フイル

ム、ＩＮＰＥＸ、ＴＯＴＯ、ＪＦＣＣ、こんなふうな形でやっているんですけれども、東大本

郷に集中研がございまして、ここで大体１００人ぐらいの人間が水分解をやっています。三菱

化学と富士フイルムに分担研がある、そんなふうな形で限りなく集中研で研究をやるような仕

組みになっています。 

 いきさつを紹介してくれということだったんですけれども、何で民間の会社がこんなことを

やっているかということで、５社ほど書いてありますけれども、これは２１世紀になって、こ
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れもうケミカルやるのは中間品は余りやってもしょうがないなと私は思いました。世界中を見

て回って、原料の方は、結構まだやる余地があるな、気候変動の問題はこの頃から意識があっ

たので、それと絡めていろいろやってきました。 

 社内では、三つの技術をこの後、２１世紀になってから始めて、化石資源が二つ、バイオマ

スが一つでパイロットが終わって技術が大体完成できました。２００２年に堂免先生が、世界

で初めて可視光で水が分解する触媒というのを発表されて、翌日、先生のところに行って共同

研究しましょうって、そこからプロジェクトが始まりました。 

 お金をはっきり書くわけにはいかなかったんでＸとなっていますけれども、段階的に規模を

大きくしていきました。最初は会社の共同研究でやって、ＪＳＴさんには仕事を持っていって、

研究資金を４倍ぐらいにしました。これが終わった後に、会社の中でシンクタンクができて、

そこで１０倍ぐらいのお金で７大学８研究室とのバーチャルラボをつくりました。これは堂免

先生の主導でやったんですけれども、これはかなり億に近いお金だったので、２年ぐらいやっ

たら小林会長から、「お前、これは国のプロジェクトにしろ」というのが来まして、２年間ぐ

らいいろいろ交渉しました。 

 プロジェクト化の大きな前進になるきっかけは、東日本大震災と福島の原発の事故でした。

事故直後、今後、環境・エネルギー問題がこれからすごく大事になるよねということで、そこ

から結構加速して、今日に至るということで、今は年間予算１５億円ぐらいのお金をつけてい

ただいてやっています。 

 要するにここで言いたいのは、ここまでで国のプロジェクトにするまでに基礎研究を既に１

０年やっていたことです。その後のプロジェクトで１０年で、更にその後、事業化するのに多

分あと１０年。ですから３０年ぐらいかかると思っていますけれども、それぐらいのことをや

らないと、こういう問題は解決しない。エネルギー問題はやっぱり２０年、３０年、半世紀か

かってやっと動くような話ですから、やっぱりそれぐらい腹をくくってやらんといかんなと思

っています。 

 今、どういうふうな状況かと言いますと、これは右側の図が、ここが太陽光の変換効率。１

０％というのを目標にしています。プロジェクトが始まるときは０．２％でした。それが今は

大体３％強まで来ていて、これからこの急な坂を上らなきゃいけないんですけれども、ここま

で目標にしています。１０％転換率が出るとどんなことになるか説明します。これはエネルギ

ーとして換算したときなんですけれども、ガソリンとか天然ガスとか、それら化石資源から水

素をつくった場合と、製造コストがほぼ等価になります。太陽電池とか電気分解って効率が高



 －12－ 

いように思われるかもしれませんけれどもこれはＮＧです。というのは、例えば太陽電池の電

気を使いますと、１キロの水素をつくる場合には５５キロワットアワー（KWｈ）要ります。例

えば、東京電力の単価って今は１５円/KWhぐらいなんですね。これが８００円/kg-水素ぐらい

になってしまいます。電気を使うと。なので、とてもじゃないけれども化石資源由来の電気を

用いた電気分解の水素というのは非常に高い。化石資源から直接水素を作った場合の３倍ぐら

いになります。ですから、こういうものは使えない。なので、効率は低いようだけれども、光

触媒というのは化石資源でつくった水素並みの値段でつくれる可能性があるというところに特

徴があります。 

 基本的にそれだけ安くつくるには、スパッタ法とか、そういう物理的なつくり方は一切使え

ません。高いです。スパッタを使いますと非常に大きな電気量が必要です。これはＣＯ２排出

と等価なんですね。したがって、スパッタ法でモジュールを製造する段階でのＣＯ２排出量が、

モジュールを１０年運転する場合のＣＯ２の削減効果よりも大きくなります。ですから、違う

技術をつくらなきゃいけないということで、私たちが考えている塗布法というのが一つの方向

性です。焼いて塗るだけでつくれるようなものをつくりましょうということです。 

 今、左側の動画が焼いて塗っただけの触媒ですけれども、太陽光で水が分解して水素、酸素

が出ているのがこの動画です。これで大体１％を超えていて、ガスの発生はこういうふうにな

ります。１０％がどれぐらいの話かというのは、これはＬＥＤランプでやるんですけれども１

０％でこれぐらいなんですよ。ですから、これぐらいの水素が出れば、これは本当にエネルギ

ーに使えるなという気がすると感じて頂きたいのですが、これぐらいのレベルが最終目標にな

ります。 

 私たちが今こういうものであれば近紫外光照射ではありますが、モジュールを組むことがで

きますから、可視光水分解モジュール設計はこういう材料を使ってやることができる段階まで

来ているということです。ですからＬＥＤランプで、３５０nm発光のランプで１０％ぐらいに

相当する水素発生は今も出すことができます。ただし、最終的には太陽光仕様にする必要があ

るということですね。 

 それでは、それが実現すれば、どういうインパクトがあるかということなんですけれども、

これは、「World Energy Outlook2016」に出ていた一番新しい資料ですけれども、これから

２０３０年ぐらいまでかけて、再生可能資源がどれだけ伸びていくかという予測です。この黄

色いところが２０３０年の太陽光発電の量です。これをどれだけのエネルギーかということを、

普通はギガワットで皆さんやりますけれども、これを逆にどれだけ面積が使われているかとい
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う見方でちょっと計算してみました。 

 ２０１５年現在で、大体、世界全体で１，０００km2～２，０００km2、これぐらいの面積に

太陽電池が導入されています。これが２０３０年の時点では５，０００km2～１万km2になると

推定されています。この間に、これからどんどんコストが下がっていきます。コストが下がっ

たときに、日本がこんなしょぼい国内マーケットしかない日本が、世界市場で勝負するかと？

現在の技術の延長線上には答えがないでしょう。太陽電池のエネルギー展開ではビジネスモデ

ルとして頓挫する可能性が高いと思います。なので、もっと利益が出る仕組みを考えなきゃい

けないというのがあって、こういう太陽光は利用するんだけれども、もうちょっと気の利いた

やり方がないのかというのが、ソーラー水素と排出CO2からの化学品製造ににつながっていき

ます。 

 この絵はすごくごちゃごちゃしているんですけれども、言いたいことは、２０３０年の予測

原油価格というのは、ＩＥＡの中でロー・オイル・プライス・シナリオというのがあって、そ

れによれば原油の値段が余り上がりませんと。それで言われたときの２０３０年のコストは７

０ドル／バレルと言われています。そのときに、この原油価格でできる水素の値段というのは、

製造技術は分かっていますので、化石資源由来の水素の製造コストは３５０円/kg―水素ぐら

いになります。 

 これをベースにして、これは私が出した数字で２．５万円／m2、これぐらいの単価でモジュ

ールが供給できなければ経済性が出ません。これをベースにして、これがもし１，０００km2

に展開した場合、先ほど太陽電池の導入面積１万km2をしましたけれども、その１割を利用し

た場合には、モジュール販売だけで大体２５兆円になります。これは理論的には１，８００万

トン/年のオレフィン生産量に相当します。これは今の日本化学産業のちょうど倍になります。

これで大体７０兆円の年間売上げぐらいの規模になりますので、世界全体で見たら、これぐら

いのことを化学産業として創造できるということになります。 

 このときに、ＣＯ２削減は大体１億トンぐらいになるんですけれども、世界で言っている、

ＣＯＰ２１で言っている３５０億トン／年の削減というのに比べるとすごく小さく見えますが、

この化学品製造はエネルギー適用に比べてはるかに利益が出ますから、その一部をカーボン税

として国が税収を確保し、それをＣＣＳの運転費に持っていくとはるかにこの１億トンどころ

ではない大きな量のＣＯ２削減ができるはずなんです。ですから、金を儲けて、そのお金でＣ

ＣＳをやるというような考え方で考えればあながち嘘ではない現実的な話としてCCSが使える

かもしれない。こういうふうな考え方もあるんじゃないのかなという提案です。 
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 ですから、日本の化学産業というのは、国内、今はどこの会社も高付加価値化戦略をやって

いるんです。余り原料のことには興味がない。興味がないんですけれども、逆に言うと、この

炭素循環型、ソーラーシステムを含めたこういうふうな技術を実証して、それを海外に持って

いった場合には、要するに金が儲かるということと、ＣＯ２削減ができるという、二つが同時

に実現できますから、これはいい商売になるはずだと私たちは思っています。ですから、そう

いう考え方で人工光合成の化学品適用を考えてもよいのでは？ というのが私たちの主張です。 

 ここまでが人工光合成の話で、これは小林会長、現在、経済同友会の会長の小林さんの資料

なんですけれども、このエネルギーの問題、電力の問題、原料の問題というのは、資源とエネ

ルギーに関する問題は克服できないハンディキャップって小林さんは書いてくれたんですね。

でも、私にすると「ハンディキャップというのは克服するものじゃ」と言ったら、「お前や

れ」と言うことです。こういう本質的なボトルネック課題というものを真剣に考えたのが人工

光合成とその化学品展開につながるわけです。 

 この絵は、日本の産業の現状ということで書いたやつなんですけれども、経産省さんはこう

いうふうに市場規模はそんなに大きくないんだけれども、寡占率が高いような産業がいっぱい

あって、日本の化学はいいよねという言い方をされるんですけれども、２００９年から２０１

３年にかけて、この１個１個の丸が小さくなっています。私は大豆が小豆に変わったと言って

いるんですけれども、１個１個の絵が小さくなっています。こういう状況があります。 

 片方で、このＨＥＶの例があります。ＨＥＶはこのポジション、市場占有率が高くてマーケ

ットもそこそこあるという状況が、２００９年と２０１３年でほとんど変化していないんです。

ですから、これは唯一の日本の例外なんです。これはどう見るかというと、自動車産業という

のはガソリン車の時代があって、その市場の寡頭競争の起こらないところでＨＥＶというのを

こっち側に持ってこれるようにしています。国家プロジェクトとしてやらなきゃいけないのは、

こういう市場占有率が高くて、世界の中で勝っていけて、マーケットが十分大きくなるような

もの。こういうものをつくっていくというのが、多戦略として考えるべきで、ちまちました化

学品の商品群ではなくて、これをこっち側に持っていくようなことを多分考えなきゃいけない

ということじゃないのかなと思っています。 

 それで、これは今回のプロジェクトに関して、ＮＥＳＴＩ ２０５０で書いてある話という

のを改めてみてみると、人工光合成というのは、このボトルネック課題、気候変動の問題のボ

トルネック課題を多分先取りした例で、こういうふうなボトルネック課題を見つけていって立

ち上げるということが絶対必要じゃないのかなというのは基本的に思っているところです。 



 －15－ 

 これを企業の立場から、どんなふうに説明するかということなんですけれども、既存事業か

ら将来事業で、今の技術に関しては事業に関しては技術の限界があります。そこを超えていく

には革新技術が要るんだけれども、力があればこれを伸ばしていくことはできる。ですからＨ

ＥＶの例は多分これに当たると思っています。 

 人工光合成のプロジェクトみたいなのは、多分、化学企業が中心になってくるんでそこまで

いかないんですね。そのときに何を考えなきゃいけないかというと、まずどういうふうな課題

があるかということをよく把握したうえで、その課題解決を目指すために役立ちそうな最先端

科学を幾つも集めてここのプロジェクトにして、そこそこのレベルになってきた段階、サイエ

ンスがテクノロジーに変わった段階で、ベンチャーの事業としてやっていって、その後の成長

を考えると、こんなふうなやり方になるんじゃないのかなと思っています。これが今回の人工

光合成のやり方だったと思っています。 

 それで、ちょっとごちゃごちゃ書いてありますけれども、あと２枚ですね。運営についても

いろいろ考えたものです。アカデミアからのボトムアップ戦略の限界と書きましたけれども、

やっぱりこれは大学の先生は自分のやったサイエンスが可愛いんで、これはどうしても科学の

押売が中心です。なので、かなり我田引水的な将来像を描く場合が多い。 

 企業の場合、産業界人材の限界と書きましたけれども、これは企業人でやる場合の評価とい

うのは、いくら利益を上げたかが中心になってくるんで、開発、事業化実績が主になります。

ところが、こういう国家プロジェクトになきゃいけないのは、サイエンスをテクノロジーに変

える仕事なんですね。それには余りこういう企業の人は向かない場合があるので、こういうふ

うなことをちょっと考えなきゃいけない。 

 とにかく、新しい科学、最先端科学を知らない場合が結構多いなと思っています。もう一つ、

プロジェクトで今回苦労したのは、この知財権の取扱い。アカデミアはやっぱり論文書いて評

価されるので、特許は余り関心がないんですね。なので、半年前の結果が論文にしても構わな

いぐらいに先取りしてくれというようなことを言って何とかやっています。 

 もう一つは、中国からいっぱいいいポスドクが来るんですね。日本のポスドクというリソー

スの問題は、ここの問題も結構、今回苦労しました。あと、オールジャパン体制のうそと書き

ましたけれども、同じ産業セクターから来ると、皆さん技術に壁をつくっちゃうんで、これは

縦型はいいんですかれども、横型の連携というのはすごくやりづらい話だと思っています。あ

と、こういうプロジェクトをつくったときに、計画が硬直していて、なかなかそれを変えるの

がうまくいかないということが結構あって苦労しました。 
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 方向性と右側に書きましたけれども、こんなふうなことをやっていけば仕組みが機能するん

じゃないのかなというのが、私が５年間で経験したことです。それでは、どういうふうにある

べき、どういうふうなことを考えればいいかということなんですけれども、まず先に科学や技

術があるんじゃなくて、未来予測をちゃんとやるということがすごく重要だと思っています。

未来予測はできないという人が多いと思いますけれども、そんなことは決してないと私は思っ

ています。ある範囲の中では未来予測はできる。その中で、どういう課題があるか？私は、ボ

トルネック課題って言っていますけれども、この課題が解決したら日本がどう変わるか、世界

がどう変わるか、それで経済力向上につながるかどうかという視点で見て、このボトルネック

課題の中で何をやるかということをやっぱり選択していく必要があると思います。 

 こうした過程を経て、次にそれを見た上で、それを科学、工学上の課題に落とすんですけれ

ども、そのときに初めてアカデミアの知恵が来て、それを解決するためにはどんなふうな先生

が要るんだということが初めてここできます。決してそれを最初から当てにしないということ

だと思います。そこでプロジェクトをつくって、サイエンスの段階から差異化をして、テクノ

ロジーに変えていく。こんなふうな段取りでやっていけば、国のプロジェクトというのは戦略

的に、国の戦略として機能するんじゃないのかなということを思っています。 

 以上です。 

○柏木座長 どうもありがとうございました。 

 島津さんはＪＳＴとして、瀬戸山さんが三菱化学で極めて示唆に富んだプレゼンテーション

を頂いたと思っています。 

 これからこのお二方に対する、プレゼンテーションの内容に関して御質問あるいは自由なコ

メントを頂ければと思っております。時間としては、２５分ぐらい時間をとらせていただいて、

その後、この後の議題にＮＥＳＴＩとしての今後の取組について、事務局から改めて説明があ

ります。そのための議論も時間を設けておりますので、一応この２５分の範囲内で、今このお

二方に対する御質問を中心にお願いをしたいと思います。 

 どうぞ挙手でも、札を立てていただいても結構でございますので、よろしくお願いいたしま

す。いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○野中構成員 大変示唆のあるプレゼンテーションでありがとうございます。特に三菱化学さ

んのは大変私どもリアルに感じておりまして、私ども素材屋をやっていると、やっぱり炭素繊

維も５０年、水処理も４０年ということで、こういう長期的な部分については多分御苦労があ
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ったと思います。 

 私どもの社内も含めて産業界全体からすると、企業というとなかなか成果が見えないと息切

れしてしまうというのは、もう間違いないと思うんです。それを私どもの社内ではコーポレー

トリサーチとデベロップメントリサーチと変えて、何とか違う財布で仕事をするといっても２

０年、３０年成果が出ないと息切れしてしまうんですね。 

 先ほどのプレゼンテーションで大変示唆のある、やはり必然性の未来予測をして、大義を確

保した上でやはり国の支援を頂く、その他というのは極めて大事なんじゃないかなと。私ども

もＮＥＤＯさんで、タイでサトウキビの絞りかすでバガス活用なんかもやったんですけれども、

あれも２０年、３０年の世界と。やはりこの辺が、多分このエネルギー環境戦略ワーキンググ

ループの一つの論点なのかなというふうに思います。大変示唆のある。 

 それから、ＪＳＴさんからのプレゼンテーションで、私どもはやはりエネルギー問題という

のは、日本で考えているとなかなか難しいということで、弊社内でも言っているんですけれど

も、「日本の常識、世界の非常識」じゃないかと。ドイツなんか、もうマイナス金利ならぬマ

イナス電力があるものがもう発生しているわけですね。 

 だから、日本の企業でさえそこにビジネスがあると思っているんですが、果たしてどうしよ

うかということで、私どもはＮＥＤＯさんを含めてＰｏｗｅｒ ｔｏ Ｇａｓのプロジェクトに

参加しているんですが、ちょっと国としての一体感とか、やっぱりそういうところなんかも極

めて大事なのかなと思って、ＪＳＴさんのプレゼンを聞かせていただいて、フラウンホーファ

ーさんの取組とか、やはり様々な仕組みはやっぱりつくるべきなんじゃないのかなというふう

に思って聞かせていただきました。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○小林構成員 ありがとうございます。私も光合成の方のプロジェクトに対して意見を述べさ

せていただきます。 

 ただいまの御発言と同じなんですが、この光合成のプロジェクトで企業さんがやはり積極的

に参加をなさっているというところが非常に重要なポイントで、このＮＥＳＴＩを考える上で

も、いかに企業さんが一緒になってやっていただくかということは非常に重要なポイントだと

思います。 

 その中で、やはり難しい、非常に長期のテーマをみんなで真正面から一緒にやるというだけ

ではなかなかその企業さんも入っていただけないんだろうと思うんですが、この光合成のプロ
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ジェクトは恐らく企業さんの分担分というのは、かなり企業さんがやりやすいといいますか、

そこのプロジェクトの分担を大学と企業さんとかなり上手に設定をなさって、企業さんも入り

やすいようなプロジェクトの立て方をなさっているのではないかと思います。 

 やはりそういう工夫があって、初めて長期のプロジェクトに企業さんも元気に入っていただ

くという形になるんではないかなというふうに思いますので、是非参考にして、ＮＥＳＴＩの

進め方にも参考にさせていただければなというふうに思いました。 

 以上です。 

○瀬戸山氏（三菱化学） コメントしていいですか。 

○柏木座長 どうぞ。 

○瀬戸山氏（三菱化学） 長期、結果が出ないということなんですけれども、実際はこのプロ

ジェクトは三菱化学でやっている技術を少し持ち込んでいます。持ち込んでいるというのは、

分離学の技術をずっとやってきていまして、これをこのプロジェクトを利用して先へ進めたい

ということができれば、１０年プロジェクトの５年目ぐらいで一応結果が示せるわけです。そ

うするとやっている方も、これは結構研究が進んできたな、会社の役にも立つなというような

ことを中に上手に織り込みながらやるような、そんな工夫は最初から意図してやってきました。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○山地構成員 貴重な話、ありがとうございました。特に瀬戸山さんの話はなかなかリアリス

ティックで身に染みるところがあって。というのは、私が所長をしているＲＩＴＥもＣＣＳを

やっているんですけれども、一方でバイオ研究グループというのがあってバイオリファイナリ

ーをやっているわけです。もともとバイオはエタノール、ブタノールという燃料系を狙ったん

ですけれども、結局まず事業展開できそうなのはケミカルズ、アミノ酸であるとか薬品系とか

ですね。正におっしゃるとおりなんですけれども、最後の方でケミカルズで儲けた利益に、こ

れを読むと税収増加だから、利益に税金を掛けてその税収でＣＣＳを補助してやりましょうと

いうようなことを書いてある。それができたら誠に結構でＲＩＴＥにとってもいいんですけれ

ども、その仕組みというのはどう考えておられるんですか。 

○瀬戸山氏（三菱化学） これは基本的に製造コストのうちの８割が償却なんですね。ですか

ら、償却が終わってしまうと今の石油よりもはるかに安くなります。そうすると利益というの

は、この償却期間が済んだらズドンと下がります。ですから、それを考えると、これは今既に

儲かっている事業がありますが、ＣＯ２を減らす部分から生まれる利益については考えていま
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せん。 

 既存の事業が既にありますから、そっち側の利益のところにそれを持っていく。ＢＡＳＦが

最近カーボンバランスという新しい概念がありますけれども、これは原料でバイオマスを使っ

たら、その分は実際につくった商品ではなくて売れ筋の商品に回していいという理屈なんです。

要するに、出口側の製品と原料のところのＣＯ２削減をスワップできるんです。であれば、そ

こに投資は要りませんから、そういうのを上手に利用しながら儲けていくような仕組みをつく

ることが間違いなくできるはずなんですね。 

 ですから、償却費をどれだけ小さくするか、設備投資を小さくすればこの仕組みは動き始め

るんじゃないのかなと思っています。 

○山地構成員 そちらは分かるんだけど、私の聞きたいのは、その利益分に課税してもらって、

その課税税収をＣＣＳの補助金に使うように聞こえたんですけれども、そういう仕組みという

のは政府の役割ですよね。 

○瀬戸山氏（三菱化学） そうです。ですから、それは考える、こういう考え方ができますよ

という紹介なんですね。ですから、これは民間企業ができることを超えているんです。なので、

こういうふうなやり方はあるんじゃないのかなという提言ですね。 

○柏木座長 よろしいですね。今のは。 

 どうぞ。 

○森口構成員 大変興味深いお話をありがとうございました。 

 私も三菱化学さんにもお尋ねしたいことがあるんですけれども、そちらは集中しております

ので、あえてＪＳＴさんの方に私の方から質問をさせていただきたいと思います。 

 １８枚目のスライドには、かなりまとめというか、私が今からお聞きしたいことの答えが書

いてあるような気がするんですけれども、特に今日御紹介いただいたアメリカなりドイツなり

と比較した場合の、端的に言えば日本の弱みのようなものはどこにあるのか。どこに改善の余

地があるのかというのは多分非常に重要になってくるのではないかなと思っております。 

 私自身は、こういう技術開発分野ではありませんけれども国立の研究所に長くおりましたの

で、比較的、政府機関の構造的な問題ということに、比較的長くお付き合いをしてきましたの

で、そういう意味でやはり日本の行政のシステムであるとか、なかなか一つのところを長く見

ていく専門家が、なかなかその行政システムの中には、そういう仕組みにはそもそも人事がな

っていないということも含めてなんですけれども、そうするとやはりＪＳＴさんのようなファ

ンディングエージェンシーの役割というのは、非常に重要になってくるんではないかなと思っ
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ております。 

 ＪＳＴさんも研究開発戦略センターとしてのお立場と、また別のＪＳＴ全体の問題というの

は別のところにあるかなと思うんですけれども、今日１８枚目にお書きになっているようなこ

とで、具体的に政府に近い機関として実践していけることがあるのかどうか。府省の連携とか

いうことは、特に内閣府のこういう会議ですと、当然、形としてはこういうことは言えるわけ

なんですけれども、なかなか実態は本当にそれで動くんだろうかというところとか、あと、そ

の中長期の仕組みをどうやっていくのかということで、海外から学ぶべきところ、それがすぐ

に日本で実現できるのかどうか分かりませんけれども、具体的に何かこういうことがやれれば、

日本の今抱えているある種の弱み的なところ、縦割り、細分化というのは決して科学技術とか

に限らず、もう全体の問題の構造かなと思いますので、そういったところで何かこれをおまと

めになるに当たってお感じになったことがあれば教えていただければと思います。 

○島津氏（ＪＳＴ） 非常に難しい御質問ですけれども、我々ＣＲＤＳの立場としてもできる、

若しくはやっていかなければいけないところとしまして、１８ページ目に挙げさせていただい

ている学会さんの間をうまく取り持つとか、何らかのテーマを考える際に、いろんな学会さん

に御協力をお願いして連携を促していくとか、あとは我々、政策の提言もしていきますので、

その提言をする際にテーマとセットで必ず仕組みの方、例えば工学の話ですと、そういった先

進製造技術でプラットフォームをつくっていかなければいけないですよというテーマとセット

で、きちんと仕組みの方も各省庁さんに提言していくことが非常に重要ではないかなというこ

とは考えているところであります。 

○森口構成員 ちょっと一点だけ追加で発言をさせていただきます。 

 今、学会間の連携という話をされたので、私は今、日本学術会議である学際連携に関わって

おりまして、それは何かというと防災とか減災にかかわるところなんです。これは東日本大震

災の反省を踏まえてなんですけれども、やはりそういうところで縦割りをしたことによってう

まく動けなかった、非常に縦割り傾向が強いことがうまくいかなかったことの原因ではないか

ということで、ある種のニーズに立ってそういうことに今動きがあるわけですけれども、そう

いうものに比べると、非常に中長期的な問題というのは、そういうこととはかなり性格が違う

ので、ただ連携をしましょうというお題目でも、それによってどういうメリットがあるのかと

いうことが非常に見えにくいし、そもそも縦割りということが何か問題なのかどうかというこ

との問題意識もやや希薄なような気がするんですよね。 

 その連携をすることによって何が生まれるのかということの具体例がないと、なかなか動き
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にくいのではないかなと思っておるんですけれども、むしろそういう点で三菱化学さんの方で、

もしそういうことについて何かお感じなっているところがあれば、それも教えていただければ

なと思ったのですが。 

○瀬戸山氏（三菱化学） それは私が先ほど言いましたボトルネック課題ということだと思っ

ているんです。既に幾つかの、アカデミアという話に関して言うと、日本の全部のサイエンス

の領域が強いわけではない。かなり限定される領域しか残っていません。そういう状況ですか

ら、何を解決しなければいけないかという問題をまずはっきり見極めていって、それに対して

それぞれの学会が、課題解決に対して協力できるのかどうかという見方をするという、そうい

う順番じゃないのかなと思うんです。 

 そういうふうな意味で、例えば今で言うと無機の材料と人工光合成みたいなもの、あと工学

ですね。分離の話、ここへどっと集まってくるんです。そういうふうなところでターゲットを

設定した段階で、いいものを集めてくるという、多分そういう作業が必要じゃないのかなとい

う気がします。 

○柏木座長 よろしいですか。 

 どうぞ。 

○矢部構成員 お二人に御質問したいんですけれども、瀬戸山さんには、今、我々ＮＥＳＴＩ 

２０５０で、もう３０年、４０年かかるのを分かった上で長い研究をしたいというふうに思っ

ているんですね。そのときにステージゲートという考え方で、必ずこの技術はここができて次

へ行くんだというので、一つ一つクリアしていって、２０５０年に行くんだというのをロード

マップの形で書いたらいいんじゃないかという議論をしているんですけれども、一方で今１０

年、基礎研究をしっかりやらせてくれる時代じゃなくて、必ず目標を持って実用に近づけなさ

いというのがあるんですね。そうすると数十年のものというのはできなくなってしまうんです

けれども、さっきちょっとおっしゃられた分離膜性能を少し向上するからということで、サブ

目標みたいな形でうまくみんなを説得しながら実用に持っていくという、それはすごくいいア

イデアだなと思っていて、我々、真面目にとっちゃうと、すぐ目標を全部実用化しなきゃいけ

ないと思うんですけれども、そうじゃなくて何かうまいサブ目標で一つ一つクリアして、世の

中に見せながら、最後はその大きな目標を達成していくんだというような、そういう方法論を

さっきおっしゃられたのかなと思うんですけれども、それが一つの解決法だと思っていいんで

しょうか。 

○瀬戸山氏（三菱化学） 大目標そのものは動かさない方がいいと思っているんです。ただし、
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そこに至る過程というのは、毎年技術は進歩しますから多少の動きがあるんですね。ですから、

そこはモビリティーを持って、どんなふうな課題を設定するか、よりましな答えが出るんであ

れば、そっち側に移行すべきだと私は思っています。 

 実際、ＮＥＤＯのプロジェクトの悪口を言うつもりはないですけれども、１回目標ができて

しまうと、もうやりたくないんだけれども、だけど書いてあるからやってくれと頼まれること

があるんですよね。これはやっぱりやりたくないんですよ。 

 だから、そういう点はもうさっさとやめてしまって、集中すべきところにやっていくぐらい

の仕組みで、それが皆さんの合意が得られて正しい方向であれば、そういうふうなことをやっ

ていくべきじゃないのかなと思いますけれども。 

○矢部構成員 ありがとうございます。あと、島津さんにもお聞きしたいんですけれども、Ｄ

ＯＥのいいところは、本当に日本の文科省と経産省のエネルギー庁が一緒になったような感じ

で、あらゆるものがみんなそこで議論をされますね。 

 日本だとどうしても縦割りなので、議論をするときに自分たちの意見を限っちゃうところが

あって、例えば今、核融合に結構アメリカのベンチャーが出てきて、ベンチャー核融合みたい

な感じでやっていて、それは言ってみれば核融合反応を使った計測とかそういうところから入

ってきているんですね。そういう意味で結構アメリカのいいところは、ＡＲＰＡ－Ｅなんか付

き合っていると、ＰＤみたいな人が面白いところがあると思ったら、そこに結構、権限を持っ

てやらせてくれるというのがあるんですけれども、そういう意味で今の日本のシステムだとど

うしても縦割りで、広い議論がちょっと欠けてしまう心配があるというときに、アメリカを見

習っていかにしていい議論をするかというのに関しては、何か感じたことはございますでしょ

うか。 

○島津氏（ＪＳＴ） またこれは非常に難しい課題なんですけれども、それは１８ページに書

かせていただいた一番下の府省連携のところで、我々も矢部さんのところと是非、今までも何

回かコミュニケーションさせていただきましたけれども、そういったことを継続して、少しお

互いの意見のすり合わせ、妥協点を探って、一緒にできることを探していくところを少し一緒

に考えさせていただけないかなというところでございます。 

○柏木座長 よろしいですか。ほかにいかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。どうもありがとうございました。今いろんな話をお伺いさせていただ

いて、連携というのも、比較的、文科省とか経産省は連携をしているわけですけれども、本格

的な連携というとやはりプロジェクト創生だとか、そういうところに結びつけていかないと、
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なかなか縦のつながりもできてこないんじゃないかというふうに思ったり、あるいは行政の中

でやるとやはりフレキシビリティーが硬直化する可能性がありますので、そこら辺のフレキシ

ビリティーもやはり持つ必要があるとか、いろいろと今お話をお伺いして、また最後にもう一

度、このＮＥＳＴＩとしてどういう方向で長期戦に備えていくかという仕組みまで含めて考え

ていきたいと思います。 

 それでは、最後にもう一度、全体で検討していただく時間がありますので、先に進めさせて

いただきまして、議題の２と３について、事務局から続けて御説明いただきます。その後、ま

とめてまた御質問、コメントを頂ければと思います。 

 よろしくお願いいたします。 

○梅北企画官 それでは今から、エネルギー・環境イノベーション戦略、ＮＥＳＴＩの今後の

取組について、これまでの皆様方の御意見、御議論、あとこの場以外の個別にいろいろお伺い

したときの御意見とか、そういったものを踏まえまして、事務局の方で今後の取組の案として

考えさせたものを説明させていただきます。 

 恐らく御覧になると、まだまだ足りない部分、まだ具体的になっていないじゃないかとか、

いろいろあるかと思いますが、今日の議論も踏まえ、さらにブラッシュアップしてまいりたい

と思っておりますけれども、まず御説明させていただきます。 

 まず１ページ目でございますけれども、これはＮＥＳＴＩ、本推進ワーキンググループでの

論点として、前回も御説明申し上げた論点でございますけれども、ＮＥＳＴＩ戦略そのものに

記載されております論点としましては、１番、政府一体となった研究開発体制をどう構築する

か。２番、新たなシーズをどういうふうに創出するか、産業界の協力をいかにして得るべきか、

国際連携をどういうふうに進めているのか。 

 ＮＥＳＴＩの戦略というのは、これまでの国のプロジェクト、民間の研究開発よりも、恐ら

くより長期の研究開発、社会への実用化ということを目指しているかと思いますけれども、こ

の４つの論点を踏まえて、いかにそういったＮＥＳＴＩで進めていきたいという分野を実用化

まで持っていくかということが論点になるかと思います。 

 開いていただきまして、２ページ目を御覧ください。論点ごとに整理したものを御説明させ

ていただきます。 

 まず１点目、政府一体となった研究開発体制の構築ということですけれども、論点としまし

ては今も直前も御議論いただきましたけれども、府省間連携を含め、政府一体としてどのよう

な体制を構築すべきか。あと、内閣府の事業、ＳＩＰとかＩｍＰＡＣＴとかありますけれども、
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そういったものでの位置づけも含めて、分野ごとの特別な体制、このＮＥＳＴＩで特別な体制

をつくる必要はないかということが論点として挙げさせていただいております。 

 これまでの取組と今後の取組、その２本立てで説明いたしますけれども、これまでの取組と

いうことで申し上げますと、まずこのＮＥＳＴＩを策定いただいた後、内閣府の中にＮＥＳＴ

Ｉ検討チームを構築させていただいて、文科省、経産省、環境省、それぞれ内閣府に併任者を

任命して議論を重ねている、協力体制を構築しているということです。私自身も経産省と内閣

府の身分を兼務しております。 

 ２番目に書いておりますのは、ＮＥＳＴＩを踏まえて来年度、平成２９年度予算要求のプロ

セスへ反映させているということで、各省とも文科省、経産省、農林水産省、環境省、内閣府、

まだまだ予算に反映した部分は一部にとどまっておりますけれども、ＮＥＳＴＩを踏まえて新

たな事業を立ち上げているということをチャレンジしております。 

 ３番目に書いておりますのは、ＮＥＳＴＩのロードマップを現在策定中ということで、これ

については後で説明させていただきます。 

 こういう取組をやっておりましたけれども、今後の取組として必要と思われることを書きま

した。まず一番最初、ＮＥＳＴＩ関連研究開発の抜本的強化に向けてと書いておりますけれど

も、先ほど予算についてＮＥＳＴＩ向けの予算を各省とも確保して進めているということを少

し申し上げましたけれども、まだそれは一部にとどまっているという認識を持っております。 

 この戦略を本格的に実施するためには、やはりこの戦略に特化したような取組というのが必

要なんではないかというふうに考えておりまして、例えば内閣府の方でも新しい仕組みとして、

官民投資拡大推進費、いわゆる新型のＳＩＰというものだと思いますが、そういったものを打

ち立てようというふうに考えておりますので、その中にＮＥＳＴＩの政策をどこまで入れるこ

とができるのかということは検討してまいりたいと思っておりますし、やはりこの取組という

ものは、２０５０年という超長期を見据えた研究開発、実用化の取組になりますので、特別な

体制というのがどうしても、ＮＥＳＴＩに特化したような取組というのが必要なのではないか

と考えております。 

 当然ながら、先ほど御議論いただいた省庁間連携、特に文部科学省と経産省、予算要求、執

行面での連携をさらに強化して、具体的な事業ごとに連携を進めていくということが必要なん

ではないかということを考えております。 

 ロードマップにつきましては、後ほど説明いたしますけれども、まずロードマップを各省庁

が一体となって作成をして参照すると。そのロードマップを参照してプロジェクトを立ち上げ
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ると、そういうものをつくり上げていきたいと思っております。ロードマップで足りない部分

は、分野ごとにさらなるＦＳとか、そういったことも必要だと思っております。 

 続いて２番目、新たなシーズの創出と戦略への位置づけということですけれども、論点とし

ましては、革新技術シーズの発掘にはどのような仕組みが有効かとか、あと国プロ及び全世界

の国プロ、及び企業、大学独自の取組、そういった取組で得られた研究の成果、途中の成果も

含めてですね。あとはデータ、そういったものを有効活用する仕組みをどういうふうに作るこ

とができるかということが論点かと思っております。 

 これまでの取組ですけれども、先ほど申し上げました例えばですけれども文部科学省、経産

省、それぞれ提案公募型で課題解決型の、シーズ発掘型の事業をそれぞれ持っております。エ

ネルギー・環境分野でもそういった事業を展開しているところでございますが、今後の取組と

してそういった事業もより連携をしてやっていく。連携とは何かといろいろありますけれども、

シーズを発掘するためのその分野、それをある程度、両省で話し合って議論した上で特定をし、

シーズを集めるとかそういったいろいろな取組があるかと思いますけれども、そういった取組

をより強化していきたいと思っております。 

 あと、有望分野に関する知見の集約ということで、せっかくＮＥＳＴＩを昨年まとめていた

だいたんですけれども、ちょっと我々の不備もありまして、まだホームページもまともなもの

がない状況でございます。このＮＥＳＴＩで挙げられた分野について、国内外のあらゆる研究

開発活動だとか成果、あと当然、研究開発の課題、そういったものを集約をして発信していく、

または、研究者間で議論をする場を構築していく、そういったことの音頭とりをしていく必要

があるかなと思っております。 

 ３番目、産業界の研究開発投資を誘発ということですけれども、本戦略で掲げております時

間軸というのは２０５０年、かなり先の未来、将来をターゲットに置いておりますけれども、

なかなか産業界のスタンス、短期間で一定程度の利益を上げなくちゃいけないというスタンス

と合わないところがありますので、その点をどう考えるのか。そのために、また政府としては

どういうような方策を実施していくことが必要か。官民または産学でどのような連携が必要か。

そういったことが論点として挙げられております。 

 一つとしては、ロードマップをつくって、それを精緻化してみんなが参照できるものをつく

っていこうということがございますけれども、やはり今後の取組としてやらなくてはいけない

ことというのがまだまだあるかと思っておりまして、その一つとしては、リスクが高い研究開

発、長期の研究開発になりますので、やはり国の役割というのが非常に大きい。国としてもＮ
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ＥＳＴＩ関連を特化した予算というものを確保して、研究開発プロジェクトをつくっていくと

いうことも必要だと思っております。 

 その意味で、先ほども御説明しました内閣府で検討しております、官民投資拡大推進費、そ

ういったものも活用しながら、ＮＥＳＴＩに特化した事業を進めていくということが必要だと

思っております。 

 ２番目は、先ほど御説明いたしましたけれども、ＮＥＳＴＩに関連した技術、あらゆる技術

の研究開発の成果、そういったものを研究者間及び産業界、大学、政府関係者、関係者の方々

の連携をより強化して、よりお互いが意見交換するような場も構築しつつ、情報交換を強化し

ていきたいと。その結果、成果としては、対外的にも発信をしていきたい。異分野、若手の研

究者、そういった方々の参入も増やしたいというふうに思っております。 

 産業界の主体的な関与に向けてということですけれども、そのような取組を含めて、産業界

もこのＮＥＳＴＩの分野に魅力を感じていただいて、産業界自らが利益もカウントできる、若

しくは関与しやすいと思う雰囲気をつくって、自らが主体的に活動するという仕組みをつくっ

ていきたいなと思っております。 

 ４番目ですけれども、国際連携・国際共同研究ですけれども、論点としましては国際共同研

究を特に進めていく分野はどういうところか。あと、国際連携というとどうしても心配なのが

技術流出。先ほど議論の中で少しありましたけれども、こういったものを配慮しつつも、海外

の知見というのは、やはり人材交流などによって取り入れていかなくちゃいけないということ

で、その仕組みはどうあるべきかということかと思っております。 

 今後の取組ですけれども、まずは情報収集。いろんなところで情報収集されておりますけれ

ども、包括的な情報収集というのはなかなかないところでございますので、海外でどういうよ

うな研究開発、どういう機関がどういうところに関心を持って研究開発をやっているのかとい

うことは情報収集を進めてまいりたいと思っております。その上で、研究者同士、研究機関同

士、企業を入れても当然いいんですけれども、連携を含めて、海外の国際的なイニシアチブで

すね。例えばミッションイノベーションというイニシアチブもございますけれども、そういっ

たものを活用して連携を深めていく方策を探っていきたいというふうに考えております。 

 私からの説明は以上ですけれども、続いて、新型ＳＩＰ、官民投資拡大推進費について説明

いたします。 

○鷹觜ディレクター それでは、お手元の参考資料を御覧ください。 

 科学技術イノベーション官民投資拡大推進費に係るこれまでの検討状況という資料でござい
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ます。 

 １ページめくっていただきまして、その下の段の②を御覧ください。この官民投資拡大イニ

シアチブの策定に係る現状認識と基本的な考え方について簡単に御説明いたしますと、我が国

にとってＳｏｃｉｅｔｙ ５．０の実現こそが、ＧＤＰ６００兆円を実現する成長戦略の鍵と

いうことで、今後は官民が一体となってイノベーションを引き起こすための未来への投資を拡

大する必要があるという認識のもとで、基本的な考え方としましては、ＣＳＴＩの司令塔機能

を図ることで、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０の実現に資する科学技術予算の量的・質的拡大を目指

していくという目標設定でございます。 

 及び、その三つ目に書いてございますが、科学技術基本計画で定められております、対ＧＤ

Ｐ比１％の達成ですとか、大学等への民間投資３倍増というような目標も達成していくという

ところでございます。 

 このためには、予算編成プロセス改革アクションなど三つのアクションをする必要がござい

まして、この中でアクション１、予算編成プロセス改革アクションについて、③ページという

次のページで御説明いたします。 

 現在、走っております既存のＳＩＰ事業、プログラムがございますけれども、それと並行い

たしまして新型ＳＩＰを導入して、これが科学技術イノベーション官民投資拡大推進費による

事業という位置づけでございます。 

 この特徴としましては、先ほど申しましたように、官民で特に民間投資を誘発できるような

効果の高いターゲット領域を設定していきまして、これに係る各省からの施策を取りまとめま

して、その中で加速等が必要であるという施策に追加配分していくということで、研究開発を

より強力的に加速的に進めていくというものでございまして、ＳＩＰの方が内閣府主導である

プログラムであったのに対して、この新型ＳＩＰは各省主導の施策が対象ということで、この

事業を推進していくことによって、各省主導の施策そのものを民間投資誘発の高い分野へ誘導

していくということも考えておるものでございます。 

 そのマネジメント方式でございますが、これまで行ってきたＳＩＰのマネジメント方式が産

業界の皆様にも評価が高いということで、そのマネジメント方式を各省に拡大するということ

を考えております。 

 そのターゲット領域を見る役割としまして、領域統括を内閣府に置きまして、関連施策の連

携促進、あるいはステージゲート評価における権限などを付与して強力的に進めていくという

考え方でございます。 
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 それで具体的な体制が、一番最後のページ、ターゲット領域についてというポンチ絵がござ

いますのでそちらで御説明いたしますと、中ほどに書いてございますターゲット領域、領域統

括及び各省庁対象施策のイメージということで、二つ、ＣＡＳＥ－１、ＣＡＳＥ－２としてお

りますが、ＣＡＳＥ－２の方が、そのターゲット領域の中にＳＩＰ事業がある場合を考えてお

りまして、ＣＡＳＥ－１はそれがないものを記載してございます。 

 まずＣＡＳＥ－１、ＳＩＰ事業がない方でございますけれども、この領域統括がターゲット

領域全体を俯瞰しまして、先ほど申しましたが各省庁の施策のうち、加速度を要する施策に推

進費を追加的に配分するというような権限を持つということでございまして、そのほかの各省

の施策に対してもプログラムディレクターを置いて、それぞれの施策も進めていくという仕組

みになってございます。 

 一方で、ＳＩＰ事業がターゲット領域にある場合、ＣＡＳＥ－２でございますが、こちらは

ＳＩＰのＰＤがおりますけれども、この領域統括も兼務するというようなことも考えられるか

と思っておりまして、そのＳＩＰ事業を含めたターゲット領域全体を俯瞰してマネジメントを

していただくというような形がＣＡＳＥ－２でございます。 

 先ほど申しました既存のＳＩＰ事業も残しながら、新型ＳＩＰを導入していくということで、

２本立ての考え方ということで、この推進費の方は平成３０年度より一部導入する予定になっ

てございます。 

 なお、既存のＳＩＰ制度につきましても、現在走っているものは平成３０年度までございま

すが、３１年度以降も継続していくという予定で、２本立てを考えているということでござい

ます。 

 以上でございます。 

○梅北企画官 続いて、いろいろ飛んで恐縮なんですけれども、資料３を御覧いただければと

思いますけれども、ロードマップの検討状況について簡単に御紹介したいと思います。 

 ＮＥＳＴＩ ２０５０で定めていただいた有望分野それぞれについてロードマップをつくる

ということで、今検討を進めているところでございます。 

 前回、第１回目では、地熱を例にとって、こういう体裁でロードマップを検討したいという

ことを申し上げましたけれども、実は今日のこの第２回ワーキンググループで、基本的には全

ての分野を提示したいと思っておりましたけれども、かなりこれは調整に時間がかかっており

ます。どういうふうにそのロードマップをつくっているかというと、まずは有識者に対してヒ

アリングをします。そのヒアリングをするに当たっては、当然、いろんな既存のロードマップ、
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それはもしかしたら２０３０年にとどまっているロードマップかもしれませんけれども、いろ

んな既存のロードマップ、海外の動向、そういったものを踏まえて、研究者、有識者の方々の

ヒアリングも踏まえて案をつくっていき、途中、途中で関係機関、特にＮＥＤＯ様には多大な

る御協力を頂いてインプットも頂いております。 

 それができて、できあがったものを各省とも調整をしながらつくっていくというプロセスで

ございますけれども、研究者によっても当然、見方は変わってきますし、関係機関、特に省庁

間でもいろんな見方もございまして、その調整がまだ整っておりません。次回には全分野を提

示したいと思っておりますけれども、今回提示できるのが４分野にとどまっております。その

点は申し訳ありません。 

 まず、ロードマップ策定の目的ということで１ページ目に書いておりますけれども、ＮＥＳ

ＴＩで特定された各技術に関して、技術ロードマップを策定し、今後の研究開発の進捗状況の

目安とすると。進捗状況だけではなく、プロジェクト立ち上げの目安とするということでもあ

ると思います。 

 あと、各省庁がいろんなフェーズで研究開発を実施しているところでございますけれども、

連携をして一つの技術ロードマップを策定し、その後の事業展開を進めていけるよう、情報共

有・連携を図ると。効率的な研究開発体制を国全体として構築していくと、そういう目的があ

るかと思っております。 

 ロードマップ策定のポイントでございますけれども、まずは各有望技術について、どういう

技術課題があるのかということは、それを特定した上で、その技術課題ごとに普及までの流れ

を整理したいと思っております。各研究開発はステージがありますので、そのステージごとに

どういう開発内容が求められるのか、必要かということを記載し、そのステージごとにおける

主な評価ポイント、これはステージゲートを念頭に置いておりますけれども、そういった評価

ポイントも記載していくと。最終的に普及ステージまでに達成すべきターゲット、最終目標も

記載するという、そういう流れで考えております。 

 先ほど申し上げましたように、２ページ目に、こういう分野についてロードマップを策定中

ということでございますけれども、今日お示しできるのは４分野ということで恐縮でございま

す。 

 まず、４番目の分野であります革新的生産プロセス、化学産業ということでございますけれ

ども、詳しくは説明いたしませんけれども、例えばということでこの革新的生産プロセスで大

事というふうにＮＥＳＴＩで挙げていただいているものは膜分離であったり、分離精製過程に
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おいて触媒を使って熱エネルギーも減らし、投入エネルギーを減らしていこうと、そういった

ようなことが課題として挙げられておりますので、それぞれの課題についてどういう道筋で研

究開発を行って、最終的なターゲットはどこだというところが書いております。最終的なター

ゲットはピンクで書いておりますけれども、例えばその膜分離というところで、一番右側のピ

ンクの枠を見ていただければと思いますけれども、最終的に生産プロセスでのエネルギー消費

５０％削減を目指すと。そこをターゲットに置いて開発をしていこうということでございます。 

 続いて、次世代の太陽光発電ということで、ＮＥＳＴＩの中でも挙げていただいております

ペロブスカイト、あと量子効果型、特に量子ドットということですけれども、その二つについ

てロードマップを策定しております。もちろん、それ以外にも有望な技術は幾らでもあると思

いますけれども、現時点でまだ実用化がなされていない技術の例として二つを挙げたというこ

とです。 

 例えばペロブスカイトで言うと、セルの高効率化、低コスト化、耐久性、あとモジュール化、

そういったいろんな技術課題があって、技術開発をこのような流れで進めていくということで

すけれども、オレンジというか黄土色というか、そういったところを見ていただければと思い

ますけれども、途中、途中の評価ポイントが書いております。例えば、モジュール製造コスト、

明確にいつなのかというのはなかなか書きにくいところがありますけれども、３０年頃の下の

方にちょっと矢印が長く伸びておりますけれども、単層で変換効率２０％を目指そうという、

そういった途中、途中でのターゲットと言ってもいいし、評価ポイントと言ってもいいですけ

れども、そういったものを書きつつ、最後にピンクのところで最終ターゲット、ＳＩ系の太陽

光発電と同じ程度、２０％以上を目指そうではないかということが書いております。 

 当然、量子効果型の最終ターゲットも別途設けていて、こちらの方はむしろ５０％超を目指

そうではないかと、集光型ではないものでも３０％超の効率を目指そうということが書いてお

ります。 

 続いて、９番目の次世代地熱発電でございますけれども、これは前回説明を少しさせていた

だいておりますので簡単に説明すると、最後のところだけ、従来の地熱発電よりも５倍程度の

地熱井を活用した次世代型の発電所を構築したいと。そういう発電所を構築するに当たっては、

非常に深く過酷な環境が想定されますので、長期間、２０年から３０年間を耐えうる材料開発

も必要だと、そういうこともターゲットとして挙げております。 

 最後の２枚ですけれども、ＣＯ２の固定化・有効利用についてのロードマップでございます

けれども、ＣＯ２の固定化で言うといろいろな方法があるかと思います。化学吸収法、固体吸



 －31－ 

収法、膜分離、そういったものがあると思いますけれども、それぞれごとにこういう流れで研

究開発を進めてはどうかということがあります。 

 ＣＯ２の有効利用も同じですけれども、人工光合成、あとバイオマスの転換利用、それぞれ

について研究開発の道筋、最終的に２０５０年にどういう姿を目指すんだということが書かれ

ております。 

 まだ、この分野さりとて、本当に最終案というわけではございませんが、よりまだ研究者の

方々、あと省庁間の調整、そういったものを深めつつ、よりよいもの、できればより具体的な

ターゲットを書けるように、引き続き作業してまいりたいと思っております。 

○鷹觜ディレクター 引き続きまして、メーンテーブルの皆様に配付してございます、机上配

付１という資料を御覧ください。 

 温暖化対策におけるＮＥＳＴＩ ２０５０の位置づけについてという資料でございます。こ

れについて簡単に御説明いたします。 

 我が国の温暖化対策目標ということで、その表の上側に書いてございますが、戦略としては

地球温暖化対策計画ですとか、エネルギー革新戦略というところで、２０３０年度の温室効果

ガス２６％削減という目標に対して、それぞれこういう役割で今、戦略が進められているとい

うところでございまして、一方で、ＮＥＳＴＩ ２０５０におきましては、我が国の目標では

ありませんで、世界全体でこれらの技術が進められることによって、どれだけ２℃目標を達成

できるかということでございまして、年代におきましても２０５０年をターゲットに２℃目標

を達成するために、世界全体で大規模に技術を導入したときに数十億トンから１００億トン強

の削減が期待できる有望分野、これについては策定ワーキンググループの方で既に特定されて

いるという技術でございまして、その裏側を見ていただきますと、その根拠、１０億トンから

１００億トンの削減量という根拠になる資料でございますけれども、ＩＥＡが２０１２年に出

しております下側のＣＯ２排出削減ポテンシャル、この数字に基づき、これらの革新技術を世

界に普及させることで、それぞれＣＯ２がこれだけ削減できるということから、先ほど説明い

たしました１０億トンから１００億トン超の削減が期待できるという技術でございます。 

 したがいまして、この推進ワーキンググループにおきましては、ここの戦略に記載された革

新的な技術開発の推進のために、どのような体制が必要であるかとかそういうことを、推進に

かかわる必要な議論をしていく場ということで御認識をいただけたらと思います。 

 以上でございます。 

○柏木座長 どうもありがとうございました。 



 －32－ 

 それでは、ただいまから、今事務局から御説明をいただきました資料２並びに資料３と、あ

と机上配付のものと参考資料と含めまして、御質問あるいは御意見を頂ければと思います。 

 特に今日の目的としては、この資料２に出ておりますように、ＮＥＳＴＩを今後進めるに当

たって、長期的な課題ですから企業１社でできるわけでもない場合も多くあるわけで、いろん

なアライアンスを組むとか、長期的な視点からどういう形でこのプロジェクトを実現のために

推進したらいいかという、その視点が今、資料２には４つの視点が出ておりまして、１、２、

３、４と政府一体、それからシーズ、それから産業界が積極的に投資できるような、それから

あと国際連携、こういうような視点も含めて御意見を伺えればと思います。 

 よろしくお願いいたします。じゃ、田中さんからどうぞ。 

○田中構成員 とても分かりやすくまとめていただいているような資料ばかりで大変いいと思

いました。 

 まず、資料２の今後の取組の部分なんですけれども、１、２、３、４の論点についてです。

４番の国際連携・国際共同研究の推進というところ、内容としてはもちろん、この４番に関し

てのこの内容についてどうこう言うつもりもないんですけれども、ただ、国際という視点をも

う少しほかの項目、特に２とか３といったところにもちょっと広めて考えていただきたいとい

う部分がございましてコメントさせていただきます。 

 今回のＮＥＳＴＩの中でのシーズという言葉というのは、ある意味ちょっとトリッキーだな

と思っていて、一般的にシーズというと、もっと広くいろんな研究の種だったりとかいうこと

だと思うんですが、今回は２０５０年のＣＯ２削減というようなところですとか、エネルギー

の問題ですとか、そういったところの部分、ある意味ニーズが明確なシーズといったところも

ございます。 

 その一つのターゲットである２０５０年のといったところを考えると、世界全体でＣＯ２を

削減するというところから考え合わせますと、世界的な、国際的な視点というのをニーズの部

分での国際的な広がりというのをもう少し意識した方がいいのかと思っています。 

 つまり、例えば２番のシーズの創出といったところで、日本だけではなく、もちろん世界で

いろいろ技術を売っていったりとか、日本にはない特性を持った地域で、でもＣＯ２削減が今

後、増えてしまうようなところに狙えるような技術開発といったところも視野に入れるんだと。

もちろん、それぞれ研究者の方々はそういうことを考えていらっしゃると思うんですけれども、

そういったことも実際に言葉で盛り込んでいくことで、より自分の目の前で見えている需要以

外のところにも広がって、いい部分が出てくるのかなと思っています。 
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 それから、その観点で言うと、例えば３の産業界の研究開発投資の誘発といったところも、

今のお話の延長で言うともっと興していける。つまり、企業にとってはメリットが出るところ

というような分野がもっとあるんだというようなところをアピールすることで、こういった誘

発にもつながるんではないかと思いますので、是非そういった視点も加えていただきたいと思

います。 

 あとは、ロードマップに関してなんですけれども、こちらなんですが、一番最後に机上配付

の紙で御説明いただいたポテンシャルという話、大変難しいとは思うんですけれども、今のロ

ードマップのこの図の一番右の「普及」といったところの部分で、どういったぐらいのポテン

シャルがある技術なのかというのも、これからだと思うんですけれども、最終的な資料でどん

どん盛り込んでいけたらいいんではないかと。特にこれはとても見やすくていいので、それぞ

れに分けられた大きな技術の中の、細分化された今見ているそれぞれの技術が、将来的にどう

いったポテンシャルにつながっているのかというのが一目で分かる、そういったところを目指

していければいいのかと思います。 

 特に、もちろん２０５０年って産業構造や消費構造というのが今と全く違って、なかなか予

想がつかないので、本当にＣＯ２削減にどれぐらい寄与するのか、エネルギーでどうなのかと

かというのは難しいかと思うんですけれども、それを入れていくと「普及」というふうにある

限りは、当然、経済的には無理なく進んでいくという前提だと思いますが、その前提のもと、

どれぐらいの効果が得られるのかというふうに思っているのかというのを示していくことで、

どこを日本が、どんな規模感でこの技術を見ているのかというのをアピールしていけるんじゃ

ないかと思います。 

 以上です。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 今の田中委員のおっしゃった国際協力、連携、これは２、３にももちろん縦軸に入ってくる

というふうに考えてよろしいですね。あとの今のロードマップに関しては、極めて明快なコメ

ントとして、きちっと明記していただければと思います。 

 どうぞ。 

○野中構成員 今、田中委員がお話した国際連携と国際共同開発、ワーキンググループの論点

４は極めて大事だと思っています。 

 特に、長期目標の２℃目標どころか、企業はもうこの自体で世界で仕事をしていかないとい

けませんので、地球規模の長期的な温室効果ガスの削減に貢献するという大義と併せて、科学
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技術を起点とした国際協力の形は極めて重要なんじゃないかというふうに思います。 

 そうすると、現地政府との政策論争とか、いろんな意味で人材育成なんかも、これは極めて

大事になってくるのかなと思うので、やはり対面の政策起案者としっかり議論をするべきじゃ

ないかなと。この国際連携・国際共同研究推進というのは、私も含めて一番大事なんじゃない

かなというふうに思います。 

 それから２番目は、もう先ほどから議論が出ている論点３なんですが、産業界の研究開発投

資、これはもう先ほどから議論になっているんですが、中長期的な研究開発では成果が見えな

い、息切れをしてしまうということなので、やはり小さく生んで大きく育てると。小さな目標

を積み上げて、大きくしていくということが極めて重要なんじゃないかと。 

 そうすると、政府主導研究のプロジェクトとか、技術組合の機関も少し長期化したり、ちょ

っと工夫をして、産業界がプロジェクトに参画しやすいようにすべきなんじゃないかなという

ふうに思います。これは論点３です。 

 それから、次に大事かなと思ったのはやはり１で、研究開発体制の構築ですね。これが多分、

相当議論になると思うんですけれども、経団連の立場でも、このＳＩＰとかＩｍＰＡＣＴは府

省横断的で挑戦的な研究開発にやっぱり寄与したんではないかなという評価です。それを新し

い貢献をする分野にも目を向けて、ちょっと厚みを上げていく必要もある。それから、この環

境エネルギー分野というのは、グローバルな視点が極めて必須で、世界の規制地域、市場が大

きく変わってくるということで、先ほども議論があったと思うんですが、様々な規制情報を盛

り込んだ柔軟で幅のあるロードマップにすべきではないかなというところが意見です。 

 それから、最後に論点２なんですが、これはもう私どもも含めて課題だと思うんですが、や

はり何だかんだ言って、世界の潮流、市場動向を確実に把握して、やっぱり国際競争力の観点

から、日本が勝てる技術としてしっかりした戦略が必要なんじゃないかと。幾らニーズがある、

シーズがこうだと言っても、勝てるシナリオじゃないと企業はなかなかそうは言ってもねとい

うことになりかねないので、やはり小さい目標をＰＤＣＡをしっかり回して、戦略の実効性を

担保するということが必要なんではないかなというふうに思います。 

 以上でございます。 

○柏木座長 どうもありがとうございました。 

 確かにこの資金は、ＮＥＳＴＩは長期戦ですから、２０５０年というと単年度で今までと同

じような予算スキームで大丈夫なのかどうかというのは、やっぱり考えておかないと、ファン

ド化をどういうふうにするかとか非常に重要な。特に、やはり田中委員とも共通して国際化と
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いうのはもうエネルギー、環境というのは国際問題ですから、国際化の視点をやっぱりちゃん

とクリアできるような、そういうシステムにしなきゃいかんという、非常に重要な視点だった

と思います。 

 どうぞ。 

○久間議員 ＳＩＰ、ＩｍＰＡＣＴ、それから新型推進費の話が出ましたが、ＳＩＰが成功し

ている理由は、ＳＩＰは５年で基礎から実用化まで一気通貫で行うプログラムという明確な目

標を設定しているからです。だから、２０５０年に実用化を目的とした課題は含まれていない。

それは別のファンドでやってくださいというのがＳＩＰの考え方です。２０５０年のプロジェ

クトをＳＩＰでやろうと言った瞬間に、ＳＩＰの特徴はなくなるのです。 

 従って、ＮＥＳＴＩ ２０５０の課題を実行するための予算を、どこから取ってくるか、事

務局が検討しなくてはいけません 今後、官民投資拡大は絶対に必須ですが、民間企業は２０

５０年の実用化を目的とする課題に投資はしません。しかし、例えば、ＳＩＰのマッチングフ

ァンドに投資された余剰分を２０５０年のプロジェクトに回すというようなシナリオは可能と

思います。 

 そういったところを事務局がしっかり検討しないとＮＥＳＴⅠのプロジェクトがつぶれます。

○松本審議官 おっしゃるとおりでございまして、この事務局の中でもそういうことを認識し

つつ、文言の方に書かせていただいたと。今、久間先生から御指摘いただいて、正にそのよう

に考えておりまして、単年度予算というのも非常に苦しいというのもおっしゃるとおりですし、

じゃこれを長期のファンドの仕組みをどうするかというのも、我々、事務局、または幹部の方

で考えていかなきゃいけない大きな課題だというふうに認識してございます。 

○久間議員 私は官と民を両方経験したしていますが、例えばＳＩＰはかなり民間からの投資

がありますが、民間企業はもっと出すべきです。ＳＩＰの一部の課題はこれだけ実用化が見え

てきているのですから、いつまでも国に甘えていてはいけないのです。 

○野中構成員 ごもっともです。 

○久間議員 その辺のところも、経団連などを通して民間企業の方に言っておいてください。 

○野中構成員 私どもも、全部、国任せにするわけではなくて、やはりある意味リスクのとり

方だと思うんですね。例えばコンソーシアムの中でそういったリスクを減らすとか、やはりそ

ういう仕組みは大事だと思うんです。やっぱり民間もリスクをとらないと、これはよくないと

思います。 

○柏木座長 ありがとうございました。 
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 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○森口構成員 ３点か４点ぐらいにわたるかと思いますので、なるべく手短に申し上げたいと

思います。 

 まず資料２の１、政府一体となった研究開発体制構築、現時点ではちょっと多分こうならざ

るを得ないんだと思いますが、割にこれは従来型の日本型のやり方で、各省から持ち寄って一

緒にやりましょうねという形になって。ここからやらざるを得ないということはよく分かるん

ですけれども、ただ、やはりそれは前半部に議論した縦割り問題がなかなか解決しづらいんだ

と思います。もちろん横連携をされたとしても、一元化をされるわけではないわけですね。 

 いい例かどうか分かりませんし、それがうまくいっているかどうかというのはまた別かと思

いますが、例えば原子力規制庁なるものをつくって、一元化してノーリターンルールをつくる

というような、あんな大きな改革をした例もあるわけでして、そういうような大きなことをし

なきゃいけないのかどうかということも、是非少し考えていただきたい。これはやや予定調和

的にやられているようにも正直申し上げて感じるものですから、ちょっと過激なことを申し上

げましたけれども、それも検討いただければと思います。 

 資料２についての２番目は、４番目に国際連携・国際共同研究ということを書かれておりま

して、非常に個別具体的になるんですが、Ｇ７について科学技術大臣会合だけではなくて、環

境大臣会合も書いていただいていて、これは大変有り難いと思っております。 

 私が関わっているところですと、Ｇ７の環境大臣会合は当然、気候変動、エネルギーは重要

問題なんですけれども、現在、資源効率性という新しいアジェンダが出ております。資源を有

効に使って環境問題を解決していくとともに、気候変動対策なんかにも生かしていこうという

ことで、しかもこれはやっぱり欧州は環境政策だけではなくて、産業政策、経済政策としても

考えているわけですね。そういうことの中で新しい産業を興していこうということを考えてい

るわけですので、是非こういったところにもアンテナを張っていただいて、生かしていってい

ただければなと思います。 

 ３点目は資料３のロードマップで、こういうものを当然、粛々とやっていただくことは必要

かとは思うんですが、やはり非常に多くの課題が並んでいて、これも前半部に私、三菱化学様

の瀬戸山様にお伺いしたときに、やはり絞り込みというか何かターゲットを絞っていかなきゃ

いけないというようなリアクションを頂いたということは、私の誤解ではなければ多分やっぱ

りこういうふうにたくさん並んでいるということでは、やはり少しまだ絞り込みが足りないん

ではないかなという感じがいたしますので、是非そこのところは御留意いただければなと思い
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ます。 

 それの中では、この資料３のスライドの２番で、今回は４、８、９、１０を御紹介いただき

ました。余りどこがということで肩入れをしてはいけないのかもしれませんけれども、４のと

ころは省エネルギーというタイトルがついているわけですが、これは戦略をつくったときに申

し上げたんですけれども、一般的にいう省エネルギーというイメージとはかなり違うものが書

かれていて、かなりこれはものづくりというか、素材、物質関係の技術がたくさん入っている

と思いますし、ここのところはやっぱり研究開発、技術開発の裾野を広げる上で非常に重要で

はないかなと思います。エネルギーそのもののところというよりは、むしろこういう分野とい

うのは非常に重要ではないかと思いますし、そこについてのロードマップですね、多様なとこ

ろを包含しつつも、中心となるところを見つけていっていただければなと思います。 

 長くなりましたが、最後はＳＩＰの話が出ておりましたが、私は決してこれは詳しいわけで

はないんですけれども、多分こういう領域統括方式、かなりどこかに権限を集中するというの

はあるタイプのものには重要かとは思うんですけれども、これは中長期にやっていく場合にこ

ういう形ではなかなか機能しないんではないかなと。中長期に、どうしてもやっぱり人が変わ

っていく中で、どうやってそれを継承して一貫性を持ったことをやっていくかという、その体

制づくりというのはなかなか経験がないんじゃないかなと思いますので、成功事例としてはあ

るんだけれども、それをそのままコピーするだけでは駄目だというのは、もう既に御指摘があ

ったところかと思います。かなり性格が違うのではないかなと思いますので、その点を申し上

げたいと思います。 

 以上、４点でございます。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 特にどういう組織でやるかというのは今、共通した話題で、ＳＩＰの延長線上というよりは、

ＳＩＰの成果をベースにした新たな枠組みというのはどうあるべきかというようなことを、や

っぱり頭に入れておかないといけないのかなということだと思います。 

 どうぞ。 

○泉井構成員 １点だけコメントがございます。やはりＮＥＳＴＩ ２０５０ということで、

非常に長期スパンにわたりますので、中間成果物、これをどう設定して活用していくかという

ことが重要かと思います。 

 これにつきましては、ロードマップの策定のときに議論があったかもしれませんが、比較的、

技術内容としてバージョンアップ型に近いものとか、今はないけれども全くすごいもの、例え
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ば先ほどの人工光合成とか、それからほかに使える、例えば車との抱き合わせ型の蓄電池とか

そういう幾つかの類型化ができると思いますので、そういうことも考えて、どういうふうにし

て中間成果物を設定して、これを活用していくかということを意識しながらしていった方がい

いと思います。以上、コメントでございました。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○山地構成員 まず資料２の方ですけれども、２枚目のスライドの研究体制構築、これも皆さ

ん御指摘のことなんですけれども、私もＳＩＰのような仕組みの新しい版、要するに新型ＳＩ

Ｐと書かれているわけで、やっぱりそれは基本的にいいことかと思いますけれども、要するに

問題は中身ですよね。だから、ちゃんとそれに魂が入るようにしてほしい、これが一つです。 

 それから、次の新たなシーズの創出と戦略への位置づけという３枚目のスライドのところで

すけれども、当たり前のことを書いてあるなという感じがするんで、より具体的に今後の取組

で何をするのか、もうちょっとイメージがわくように書いてほしいなと。私がちょっとこれか

らイメージするのは、ＮＥＤＯのエネルギー環境先導プログラムというのがあって、あれでは

リクエスト・フォー・インフォメーションというのでアイデアを集めています。オープンイノ

ベーションですから、いろんなアイデアを出してもらって、その中でこれをやろうというよう

なテーマを決めて進めていく。少なくともそういう、こういう審議会もいいんでしょうけれど

も、やっぱり広く一般からアイデアを募るような仕組みを具体的にしてほしいなと思いました。 

 あとは、やっぱりこれを読んでみると、最後の国際連携・国際共同研究の推進の今後の取組

のところは、まだまだですよね。何かいろいろ情報を把握するというようなことしか書いてい

ないんですよね。もうちょっとやっぱり、今の段階ではそうかもしれないんですけれども、こ

こは重要なところですよね。我が国の温室効果ガスの世界シェアはもう本当に３％を切ってい

るわけですから、やっぱり世界展開して価値があるので、そこのところの内実のところに今後

は持っていっていただきたいなと思います。 

 あと、資料３ですけれども、これはまずは２枚目のスライドのところに「１０の技術」って、

コア技術から始まってＣＯ２固定化・有効利用とあるんだけれども、この他に横断的なやつで

エネルギーシステム統合、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０を意識したものがありましたよね。あの部

分ってこういうロードマップに落としにくいというのはよく分かるんですけれども、やっぱり

そこに対してどう取り組んでいくのかというのも考えなきゃいけないんじゃないかなと思いま

した。 
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 それから、ものすごくスペシフィックなところなんですけれども、一番最後のＣＯ２有効利

用技術のところの、別に反対するわけじゃないですよ、この③でバイオマス転換利用システム

とあるんだけれども、この部分はだから自然の植物ないしバイオマスがＣＯ２をもう固定化し

ている、それが前提でバイオマス利用ですので、つまり普通で言う場合のバイオマス利用技術

ですよね。という理解でいいんですねということを、ちょっと確認だけしておきたい。 

 以上です。 

○柏木座長 今の点はいかがですか。ちょっと待ってください、申し訳ありません。今のこの

植物工場とかそんな話ですよね、これ。 

○梅北企画官 正しく山地委員がおっしゃったとおりの理解でして、植物がもうＣＯ２を取り

込んでいて、それをどう使って例えば化成品をつくったりとかそういう理解です。 

○柏木座長 積極的にポリジェエメレーション、ポリジェネミタイア、そういう話だと……。 

 あとは今のコメントとしてお伺いしたいと思います。ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○髙原構成員 トヨタ自動車の髙原です。 

 本日の御議論の中にもう一つ問題提起させていただければと思います。例えば今回、事務局

の皆さんまとめていただいたエネルギー・環境イノベーション戦略ですが、２０５０年を見据

えて進めていく中で、これが仮にうまく進んでいったときに、どういった事態が起こるのかと

いうような２枚腰の戦略も是非持っていただければと思っています。 

 例えば、自動車産業界でいきますと、ＰＨＶでソーラーパネル付きのプリウスの販売が始ま

っていますが、将来の目指すべき姿は太陽光パネルで、太陽光で発電しながら蓄電体し、近隣

の平常運転は一切のエネルギー補給を必要なく走れる無限走行に近づくことだと思います。 

 但し実現に向けて蓄電体あるいは発電体は希少金属や資源が必要であります。こういったこ

とも含めて、エネルギー、環境、さらに資源のイノベーションという観点を含めて御検討いた

だければと思います。 

 以上です。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 それはどこら辺に入れたらいいですか。横断的にやはりこういう技術をやっていくためには、

資源枯渇、資源循環システム等が横に入ってくるような、こういうイメージで考えていくと。

そういうことですね。分かりました。 

○髙原構成員 はい、ではないかと思います。久間先生たちが引っ張られるＳｏｃｉｅｔｙ 
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５．０で時空間の制約の開放が実現され、今後のこういった活動でエネルギー制約の開放、最

終的には資源開放に向かって行くことだと思います。 

○柏木座長 分かりました。これを中に入れるような形で。 

 もうそろそろ時間なんですが、あと一つぐらい。 

 どうぞ。 

○矢部構成員 さっきの久間先生が正に民間の投資を増やして、その分、浮いた分で何とか２

０５０年のをやっていくというのは一つのアイデアだと思うんですけれども、なかなか合意形

成まで結構大変な道のりだと思ったときに、ＳＩＰを見たときに、例えば今パワエレがありま

すよね。パワエレは今ＳｉＣでやられて、ＧａＮになり、最後はダイヤモンドにだんだんいく

と。そういうＳＩＰみたいな形で、みんなが競争をしながらやっていきながら、最後２０５０

年をうまく持っていくというのも、本当は一つあってもいいように思うんです。 

○久間議員 先ほど、泉井委員が中間成果物があるものはいいとおっしゃっていましたが、そ

の通りと思います。それなら民間も投資できるのです。しかし、新しい次世代地熱発電に、民

間がすぐ投資するすかと言えば、それは無理でしょう。 

○矢部構成員 それはおっしゃるとおりで、もう一つだけ言わせていただくと、今おっしゃっ

たように、結構、世界全体にとっては共通目標で、正に協調領域みたいなところなんですけれ

ども、実際にはそれで企業が勝っていかなきゃいけないので、競争領域も一緒に入っていると

ころなので、サンシャインで太陽光はうまくいったけれども最後に負けちゃったとかいうのと

同じにならないような、競争領域の原理も入れているのは大事になると思います。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 もう時間なんですけれども、せっかく今日はＪＳＴさんの島津さんと瀬戸山さんにいらっし

ゃっていただいていますので、今この会議の主目的であるＮＥＳＴＩの実現、これに対して、

今日大変なプレゼンを頂きましたけれども、一言コメントがもしあればお願いしたいと。どち

らでも結構です。 

○瀬戸山氏（三菱化学） 去年、ＩＣＥＦに出たんですけれども、ＥＵというのはエネルギー

で世界の覇権をとろうとしていますよね。彼らはその前に、バイオエネルギーに関して言うと

勝ったと。ＣＯ２削減についても俺たちは勝ちたいと。そういうのがあったときに、はっきり

彼らが持っていない手段っていっぱいあるんですよ。これが実現できていないのでこういう絵

しか描けない。だから、さっきのこの絵の中にある、配付資料２の方にあるやつの削減量とい

うのは、彼らが想像できる絵でしかないんです、僕から見たら。 
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 そうではなくて、日本はこういう領域で勝てるという、戦略的に日本が勝てるような絵とい

うのをやっぱりつくるべきじゃないのかなと思います。どちらかというと、これはまず私には

ＥＵ主体でつくっている絵であってというふうに見えます。 

 それが一つと、もう一つは民間の投資ということに関して言うと、うちの会社も今、揺れて

いるんですけれども、せいぜい２０３０年ですね。そこが見えないんですけれども、そのとき

に私は今、自分の研究室の運営に関して言うと、中長期について国の科学技術戦略と、会社の

中長期をシンクロさせるようなやり方がいいんじゃないですかという言い方をしています。 

 それを言ったときに、国の方針としてこんなロードマップがあるというのは、すごく有り難

いんです。これまでそれがなかったものだから、シンクロさせようがないという状況であった

んですけれども、ですからそこのロードマップというのはすごく充実させていただけると、民

間企業の中長期という点でも少しやりやすくなるのではないかなというふうに思いました。 

○島津氏（ＪＳＴ） 我々としてはもう各府省さん、ＮＥＤＯさん等々と、しっかりコミュニ

ケーションさせていただいて、共通理解が進むようにしたいと思っています。ありがとうござ

います。 

○柏木座長 一応、このＮＥＳＴＩは最初の、今、瀬戸山さんがＥＵの範囲を超えていないと

いうふうに言われましたけれども、一応、我が国が世界を席巻できる、現状において将来を考

えたときに席巻できる技術をピックアップしたと。センサテクノロジーであるとかパワエレな

んかはやっぱり強いし、そういう超電導なんかも、ま、一応ビスマスが強いという話で一応出

ていることは出ているんですけれども、善意の第三者が御覧になるとまだ出ていないと、こう

いうふうにコメントを頂きましたので、それはしかと頭に入れながら、もうちょっとアドバン

スのものをつくっていくと。こういうふうにやる。 

 もう時間でまとめというのが余りできないですけれども、ただ長期戦ですから、これは資金

の話、組織の話、あるいはロードマップでも中間の目標をきちっと決めないと民間投資もそれ

ほど進まない。ただ、こういうのがあると民間としても極めてマッチングしやすくなるという、

こういうハーモニーができるということに関しては、方向性としてはいいんじゃないかと。 

 あと、細かいところで、やはり民間が本当に投資できるようなプロセスをどういうふうに、

どこにターゲットを置くかですね。きめ細かなターゲットを置いて、長期なんだけれども、中

長期的なものもきちっとターゲットに当てていくということが、やっぱり今日の一つの重要な

ポイントで、あと国際的な視点は、もうどこでも通用できるようにということだと私は理解を

して、よくまた後で整理をしながら、中には。 
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 先生から。 

○久間議員 今日は活発な議論をしていただきまして、どうもありがとうございました。 

 本日の第２回エネルギー・環境イノベーション戦略推進ワーキンググループの閉会に当たり

まして、少しだけお話しさせてください。 

 このエネルギー・環境イノベーション会議は、２０１５年末のＣＯＰ２１で採択されたパリ

協定で言及された２度目標という野心的な目標を実現するために、昨年４月に安倍総理のもと

で取りまとめたものです。 

 一方で、冒頭で柏木座長から話がありましたが、今年１月に地球温暖化を疑うトランプ氏が

アメリカ大統領に就任して、パリ協定から脱退を宣言するのではないかという話もありました

けれども、今のところそれはないようです。ただ、いつ状況が変わるかも分かりません。そう

いったことも想定しながら我々は２０５０年に向けた計画を作らなくてはいけません。 

 ＮＥＳＴＩ ２０５０のプロジェクトでは、日本の経済成長と地球温暖化対策の両立を実現

しなくてはいけません。何といっても経済成長への取組みを忘れてはいけないのです。それを

是非忘れずに、この委員会を続けていきたいと思います。 

 産業界からの研究開発費の誘発について、矢部委員、泉井委員から話がありましたけれども、

この１０のテーマには、連続的に変わっていくテーマと、地熱発電のように全く新しいテーマ

がありますが、当然アプローチが違います。 

 連続的なテーマは産業界からの資金をマッチングファンドとしてやっていく。全く新しいテ

ーマに関しては、やはり政府が率先して推進しなくてはいけない。こういった整理を事務局が

しなくてはいけません。 

 後者のテーマは、スモールスタートでもいいのですが、どの程度の予算額が必要かをある程

度見積もって、政府から投資として調達する。議論だけして、予算が無くて実施できなくては

話になりません。委員の皆さんの意見を聞いて、それぞれのテーマを具体的に実行する戦略や

ロードマップを作る。ロードマップをつくったら、それを実践するための予算を確保する。こ

れをやらないと事務局ではありません。そういったところを自覚して進めていきたいと思いま

す。 

 それから産業界は、多少リスクの高い長期のプログラムに予算を負担するのは無理かもしれ

ません、例えばある国立研究所に研究者を派遣することは可能と思います。将来の自分たちの

事業に繋がるわけですから、多少は産業界としても協力すべきだと思のです。２０５０年に向

けて、意味のあるロードマップを作り、スモールスタートでも良いので産官学でスタートし、
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最終的には大きな成果を上げるようにしたいと思います。 

 どうもありがとうございます。 

○柏木座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、最後に事務局から御連絡をお願いいたします。 

○梅北企画官 本日は活発な御議論いただきましてありがとうございました。 

 特に、今日頂いた御意見、我々、事務局としてしっかりしなくてはいけないと、最後も久間

先生からお金の話、予算の話をしっかり頑張れという話もございましたけれども、内閣府中心

に是非議論し合って頑張ってまいりたいと思います。 

 今後の政策、今後の取組の仕方についても、まだまだ次回に向けてブラッシュアップしてま

いりたいと思います。我々として、特に民間の企業の投資を誘発、若しくは協力を促進すると

いう観点を含めて、より現実的にどうすれば物事が動いていくんだと、そういう観点で政策を

つくってまいりたいと思っております。 

 次回ワーキンググループですけれども、今後の取組の方向性などに関する報告を改めて予定

しておりまして、現時点では６月頃の開催を検討中でございます。開催に当たっては、追って

御連絡いたしますので、よろしくお願いいたします。 

 また、議事録については関係者の皆様の御了解を頂いた上で、ホームページ上に公開させて

いただきたいと思います。 

 事務局からは以上です。 

○柏木座長 どうもありがとうございました。 

 大変活発な御意見を頂きまして、後でまたまとめて議事録に、ホームページに公表するとい

うことになりますので、よろしくお願いいたします。 

 特に今日、ＪＳＴの島津さんと、三菱化学の瀬戸山さんには、大変貴重なプレゼンを頂きま

して、心から厚く御礼申し上げます。どうもありがとうございました。 

 それでは、今日はこれで終わりにさせていただきます。ありがとうございました。 

午後１７時０７分 閉会 


